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厚生労働大臣殿

指定申請書

保健師助産師看護師法第37条の2第2項第1号に規定する特定行為及び同項

第4号に規定する特定行為研修に関する省令(平成27年厚生労働省令第33号)

第6条の規定に基づき、別添のとおり指定研修機関の指定について申請いたします。

口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて申請

いたします。

厘茎玉三1

施設名

代表者

様式1

令和 年 月 日

印



名称

フりガナ

2

指定研修機関の指定を受けようとする者

所在地

郵便番号

フりガナ

3 電話

5 代表者

の氏名

記入日:令和

フりガナ

氏名

年

゛

部署名

フりガナ

都道府県

月

電話

様式1

日

」

e-man

4 FAX

本申請に関する問合せ窓口

(内線番号)

ノ

ノー



'
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備考

1 「施設名」およぴ".名称」は、指定研修機関の指定を受けようとする者の名称を記入すること。

2 「代表者」および「5.代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあっ

てはその代表者の氏名を記入する二と。

3 r口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定にっいても、あわせて申請いたします。」にっいては、領

域別パッケージ研修を実施する場合にチェック(区)を入れること。

4 「本申請に関する問合せ窓口」は、本様式1に関する問合せに対して回答できる者を記入すること。

5 「本申請に関する問合せ窓口」のメールアドレスについては、携帯電話のメールアドレスは使用しないこと。

6 指定研修機関の指定を受けようとする者の代表者が法人の場合にあっては、本様式11こ定款又は寄附行為及び登記

事項証明害を添付する二と。

.
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特定行為研修計画の概要

1.特定行為研修の基本理念

3.特定行為研修を受ける看護師の定員数

4.特定行為区分

(1)研修を行う特定行為区分の数

指定研修機関名

(2)実施する特定行為区分

区 ノ{

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

2.特定行為研修の目標

令和

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

特定行為区分名

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

様式1別紙1

月年

循環器関連

心嚢ドレーン管理関連

胸腔ドレーン管理関連

゛

腹腔ドレーン管理関連

定員数

ろう孔管理関連

区

栄養に係るカテーテル管理(中心"脈力
テーテル管理)関連

パ

日

栄養に係るカテーテル管理(末梢留置型
中心静脈注射用カテーテル管理)関連

氏名

特定行,研修の責任者の氏名等

創傷管理関連

創部ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

所属する団体の名称

透析管理関連

栄養及ぴ水分管理に係る薬剤投与関連

感染に係る薬剤投与関連

血糖コントロールに係る薬剤投与関連

役職名

術後疹痛管理関連

循環動態に係る藥剤投与関連

精神及び神経症状に係る薬剤投与関連

雅種

皮膚損傷に係る薬剤投与関連



.
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5.領域別パッケージ研修の領域及ぴ定員数

領域別パツケージ研修の領域

在宅・慢性期領域

外科術後病棟管理領域

術中麻酔管理領域

救急領域

6.特定行為研修の実施期間

外科系基本領域

特定行為研修の実施期間

定員数

年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合

期間

期問

領域別パッケージ研修の実施期間

在宅

外科
術後

年

期間

麻酔

期閻

敦急

年

フ.通信を利用した授業の有無

期間

月

外科

基本

期問

共通科目での利用

年

期問

区分別科目での利用

月

年

日

8.特定行為研修の記録の保存方法

年

^

9.履修免除の有無

月

年

日

月

年

^

有の場合の履修免除の規定の有無

月'

日

年

10.講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要

月

日

^

月

有

11.協力施設承諾書

日

゛^

年

有

有

月

日

12.特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

^

日

^

年

13.特定行為研修の指導者一覧

月

^

年

日

無

14.特定行為研修計画(進度表を含む)

年

文書

無

無

月

年

日

ケ月

月

有

年

月

属

日

有

ケ月

月

日

■

電子

月

日

ケ月

畔

無

日

ケ月

無

日

ケ月

ケ月

ケ月

様式1別紙2に記入

様式1別紙3に記入

様式1別紙4に記入

様式1別紙5に記入

別途添付

領
域
名



備考

1 様式1別紙1-1は、特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分について記入し、1部作成すること。

2 右上の「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の名称を記入すること。

3 「3.特定行為研修を受ける看腰師の定員数」については、年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合は、1回の定員数を

記入すること。

4 「4,特定行為区分」の「(2)実施する特定行為区分」は、特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分に「0」を記入する

こと。記入に当たっては、研修の計画に応じ、以下の通りとすること。

・当該特定行為区分内の特定行為に係る研修を免除せずに行おうとする場合:「区」楓に「0」

・当該特定行為区分を領域別パッケージ研修として行おうとする場合;「パ」欄に「0」

・上鮠2つの場合のいずれも行おうとする場合;r区」及ぴ「パ」欄の両方に「0」

5 各特定行為区分の r定員数」の欄には、備考4に示す通りro」を記入した欄に対応する柵にそれぞれ特定行為研修を受ける看護師

の定員数を記入すること。

6 「5.領域別パッケージ研修の領域及び定員数」については、実施する領域別パッケージ研修の領城に「0」を付け、当該領域別

パッケージ研修の定員數を記入すること。

フ「6.特定行為研修の実施期間」は、年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する予定がある場合は、全ての特定行為研修につい

て、それを開始する標準的な期日を記入すること。領域別パッケージ研修については、「領域別バッケージ研修の実施期間」に記入す

ること。

8 「フ.通信を利用した授業の有無」は、通信を利用する場合は r有」を、利用しない場合は「無」を選択すること。また共通科目、

区分別科目での利用の有無を選択すること。

9 「8.特定行為研修の記録の保存方法」は、文書又は電磁的記録の別を選択すること。

10 「9.履修免除の有無」については、履修免除を行う場合に「有」を、行わない場合は「無」を選択すること。履修免除を行う場合

で履修免除の規定を設けている場合は「有」を、設けていない場合は「無」を選択すること。なお、当該項目は、領域別パッケージ
豊

研修における、特定行為研修の一部を免除した研修を行うことには該当しないこと。

ⅡΠ0.講義、演習又は実晋を行う施設及び設備の概要」は、特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分ごとに、様式1別紙2

-1に記入し、 1部作成すること。ただし、複数の特定行為区分を同時に実施する場合に、共通科目については、全ての特定行為区

分ごとに重複して記入する必要はないこと。様式1別紙2-2については、講義、演習又は実晋を行う全ての施設及び設備ごとに記

入し、1部ずつ作成すること。

12 「11.協力施設承諾書」は、全ての協力施設ごとに様式1別紙3に記入し、 1部ずつ作成すること。

13 門2,特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等」は、全ての特定行為研修管理委員会の構成員について、様式1別紙4に記入する

'

14 「13.特定行為研修の指導者一覧」については、共通科目及び特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分ごとに様式1別紙5

に記入い郁作成すること。ただし、複数の特定行為区分を伺時に実施する場合に、共通科目については、全ての特定行為区分ごと

に重複して記入する必要はないこと。

15 「14.特定行為研修計画(進度表を含む)」については、特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分ごとに記入した特定行為研

修計画を 1部添付すること。いずれも様式は自由とする。ただし、複数の特定行為区分を同時に実施する場合に、共通科目について

は、全ての特定行為区分ごとに重複して記入する必要は無いこと。なお、進度表については、実習期間がわかるように記入すること。

また、領域別パッケージ研修を実施する場合には、特定行為研修の一部を免除した研修を行うことがわかるように記入すること。

16 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

'

0と
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特定行為研修計画の概要

共通科目の概要

1.共通科目の到達目標の設定の有無

2.共通科目の研修方法および時問数

①共通科目名
(独自の科目名がある場合は括
弧書きで併記)

臨床病態生理学

臨床推論

指定研修機名

フィジカルアセスメント

有

臨床藁理学

様式1呂1蜂氏1-2(NO.

年月令和

時間数

共通科目の時間数の総計(④の合計)

無

講義

場所

疾病・臨床病

態概論

②研修方法

時間数

自・協

場所

演習

主要疾患の臨床

診断・治療

時間数

医療安全学

自・協

場所

日

自・協

状況に応じた臨

床診断・治療

時間数

実習

特定行為実践

自・協

場所

自・協

③評価
(上段:時間数、下
段:方法を記入)

時間數

自協

自・協

場所

自・協

時間数

自・協

時間

自・協

場所

④時間数
の合言十

自・協

時間数

自・協

自協

場所

自・協

時間数

自・協

自・協

場所

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協



備考

1 右上の「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の名称を記入する二と。

2 様式1別紙1-2は、「共通科目の概要」について、 2以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う場合、本様式に記入い

部作成すれぱよいこと。

3 「2.共通科目の研修方法およぴ時間数」の①共通科目名について、独自の科目名がある場合は括弧書きで併記すること。

4 「2.共通科目の研修方法およぴ時間数」の①共通科目について、「疾病・臨床病態概論」については、学ぷべき事項の「主要

疾患の臨床診断・治療」と「状況に応じた臨床診断・治療」ごとに記入すること。まナこ、「医療安全学」と「特定行為実践」につ

いてぱ、一体的に記入しても差し支えない二と。

5 「2.共通科目の研修方法および時間数」の「場所」については、自施設の場合は「自」、協力施設の場合は「協」を選択する

二と(両方に該当する場合は、両方選択する二と)。研修を行う場所が、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の場合は、

自施設を選択する二と。

6 「2.共通科目の研修方法および時聞数」の「③評価」にっいては、上段に時間数、下段に評価方法を記入すること。評価方

法は、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、観察評価)を書くこと。

7 r2.共通科目の研修方法およぴ時間数」の「共通科目の時聞数の総計」は、共通科目の全ての時間数の総計を記入し、単位

は時間で記入する二と。

8 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

ノ

゛

,
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特定行為研修計画の概要

区分別科目の概要(特定行為区分ごと1こ記鞠

1.特定行為区分の名称(

2.区分別科目の到達目標の設定の有無

3.区分別科目の研修方法およぴ時間数

1)共通して学ぶ事項について

①

※独自の科目名がある場合の

み科目名を記入する

指定研修機関名

様式拐11紙1 -3

令和年

2)特定行為ごとに学ぶ事項について

有

⑥特定行為名
(独自の科目名がある場合は括弧書
きで併記)

区分別科目の時間数の総計(⑤+⑩)

(NO.

月

無

時問数

②研修方法

講義
(時間數)

場所

演習
(時間数)

⑤小計(③の合計)

自・協

実習
(症例数)

自・協

時間数又
は症例數

③時間数
の合計

⑦研修方法

講義
(時間教)

場所

自・協

時間数又

は症例數

時間

演習
(時間数)

自・協

場所

⑩小計(⑧の合計)

④評価方法

時問

時閻数又
は症例數

3)症例数として含まれる実習以外の研修方法

実習
(症例数)

自・協

自協

場所

⑧時問数
の合計

時間数又

は症例数

自協

自協

自

場所

協

時間數又

は症例數

自協

⑨評価方法

時問

自協

自・協

場所

自協

自・協

自・協

自・協

自・協 自・協
、

)
日

共
通
し
て
学
ぷ
事
項

特
定
行
為
ご
と
に
学
ぷ
事
項



備考

1 右上の「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の名称を記入すること。

2 様式1別紙1-3は、特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分について、特定行為区分ごとに記入し、1 部作成する

こと。

3 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間数」の「時間數」の単位については、時閻で記入すること。「区分別科目の時間数の総

計」は区分別科目ごとの時間数の総計を記入すること。

4 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間数」の1)共通して学ぶ事項について、独自の科目名がある場合のみ①に科目名を記

入すること。

5 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の2)特定行為ごとに学ぷ事項については⑥に特定行為名を記入すること。独自

の科目名がある場合には、括弧書きで併配すること。

6.「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「場所」については、自施設の場合は「自」、協力施設の場合は「協」を選択す

る二と(両方に該当する場合は、両方選択すること)。研修を行う場所が、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の場合

は、「自」を選択すること。

フ「3.区分別科目の研修方法および時問数」の「②・⑦研修方法の実習(症例数)」については、経験すべき症例数を記入する

こと。

8 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「③・⑧講轆と演習の時閻數の合計」については、「②・⑦研修方法」の講義の

時間数と演習の時間数の合計を記敢すること。また、講義又は演習の時閻数には、当該科目の評価のうち筆記誠験に関する時聞

を含めて差し支えないこと。

9 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の r④・⑨評価方法」については、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、実

技試験、観察評価)を記入すること。

10 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「3)症例数として含まれる実晋以外の研修方法」がある場合に、研修の方法

を具体的に記載すること。通知の5.(5)②の患者に対する実技を行う実習の前に行うぺーパーシミュレーション、ロールプ

レイ、模擬患者の活用、シミュレーターの利用等のシミュレーションによる学習については、二こに記載すること。

11 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。なお、複数の特定行為区分の研修を行う場合や、特定行為区分の概要が

複数頁にわたる場合は「(NO.)」に通し番号を記入すること。

'

,

、
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特定行為研修計画の概要
講義又は演習を通信による方法で行う場合の研修および指導方法

共通科目名又は区分別科目名
(独自の科目名がある場合は括弧書きで併
記)

指定研修機関名

研修方法

③メディア

同時双方
向かつ教

室等以外

の場所で

履修

令和

様式1別紙1-4

年月日

①又は

②の場
合

併せて行う指導等の方法

添削等
による

指導を

実施

a

③メディアの「それ以外」の場合

b-1

指導補助

者が対面
で指導を

実施

b 指導の方法

b一昨

授業後速やかに指

導者又は指導補助
者がインターネット

等で指導を実施

0

意見

交換
の機

会の

確保

④
面
接
授
業

そ
れ
以
外

②
放
送
授
業

①
印
刷
教
材



備考

1 右上の「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の名称を記入すること。

2 様式1別紙1-4は、特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分について記入し、1都作成する二と。

3 「共通科目名又は区分別科目名」について、独自の科目名がある場合には、括弧書きで併記する二と。

4 「研修方法」については、印刷教材による授業は r①印刷教材」、放送授業による場合は「②放送授業」、メディアを利用した

授業の場合は「③メディア」の欄に「0」を記入すること。メディアの場合は、同時かつ双方向性に行われる場合は、「同時双方

向かつ教室等以外の場所で履修」に、それ以外の場合は「それ以外」に「0」を記入すること。「④面接授業」については、講義

又は演習を通信等で行う授業を行う場合であって、併せて講義又は演習を面接授業で行っている場合は、「0」を記入する二と。

5 「①印刷教材」又は「②放送授業」の場合で、添削等による指導を併せて行っている場合は「a 添削等による指導を実施」に

「0」を記入すること。

6 「③メディア」の場合でかっ「それ以外」の場合は、併せて行う指導の方法について、「b-i 指導補助者が対面で指導を実施」、

「b-1i 授集後すみやかに指導者又は指導補助者がインターネット等で指導を実施」のいずれかの該当するものに「0」を記入するこ
ー.ノ

と。

フ「③メディア」の場合でかつ「それ以外」の場合については、意見交換の機会を設けている場合は、「0 意見交換の機会の確保」

の欄に「0」を記入すること。

8 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

゛

、

.

、
、



講義、演習又は実習を行う施設及ぴ設備の概要一覧

a)1碇研^

④

チ頃

科目

の定

員数

②講義、演習又は実習を柿施設名

呼吸器

(気道

確昂こ

係るも

の)関

連

2

3

4

5

脚=係

るも

の)関

連

6

7

樹こ係

るも

の)関

連

8

心濠ト'

レーン

管^

連

9

10

11

12

連

13

ろう孔

管^

連

14

連

恒塒定行為区分ごとの定員数

指定研修機関名

栄麹こ係

るカテー

テル管理

(中,0静

脈カテー

テノし管

珊関連

15

^こ係

るカテー

テル管理

(料脊留

置型中'b

^降捕寸

用カテー

テjレ管

別^

貪榔ド

レーン

管^

連

令和

様式1別まE2-1(NO.

年 月

連

^

ぴ7k,ナ

管瑠こ

係る薬

青股与

^

血噛コ

ントロ

ール1こ

係る薬

青椴与

関連

具

循^

態に係

る^」

投与関

連

皮膚損

傷こ係

る^11

投与関

連

゛
'

隷
綴
器

雛
憾

こ
薬
与

詩
畿

叢一
綴

綴二二器欝
一

謄
一

叢
籍
爵
"

)
日



備考

1 右上の「指定研修^」ば指定研修^指定を受けようとする施設等の名称を記入すること。

2 @こ指定研修^を受けようとする施設等の名称を記入し、指定研修^において行おうとする特定行為研修について、@既修を行う特定行為区分数@准樋科目の定員数、恒塒定行為区分ごとの定員数を記入す

ること。定員捌こついてば年度内に同一の特定行為研修を複物回実施ずる場合ば 1回の定員数を記入すること。

3 「迄講義、演習又ιネ実習を行う施設名」につし、てば講義、演習又1実習を行う全ての施設(指定研^指定を受けようとする施設等を含t,')について記入すること。

4 患者こ対する実習を行う施設については、施設ごとに、@靭修を行う特定行為区分数、恒井綻行為区分ごとの定員数を記入すること。患者に対する実習を行わない施設ICついてば信講義、演習又ほ実習を行う施設名の

みの記入でよいこと。

5 1巳入欄力て足りなしゞ晶合は、行を追加してき三入すること。なお複数頁1こ才コたる場合は「゛b.)」に通し番号を記入すること。

J

>
「



講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要

1.施設の名称

2.所在地

3.雷話

フりガナ

5.施設の代表
者の氏名

郵便番号

6.特定行為研修

の実施責任者の氏
名等(協力施設の場

合のみ記入)

コリガナ

指定研修機関名

フ.当該施設で行う.全ての特定行為研修

フりガナ

フりガナ

令和

共通科目および区分別科目の名称

都道府県

様式1別紙2-2

月 日年

4. FAX

8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の見込み

研修方法

特定行為名

定員数

症例数の
実績(概数)

症例数の
見込み

職種

役職



9.通信により研修を行う場合の環境の整備状況

具体的な実施方法

通信の方法

主に学習する場所

同時双方向性の確保

通信環境トラブル対処

学修の進捗管理

添削指導

設問解答

質疑応答

意見交換

10.医学教育用シミュレーター及び視聴覚教材等の整備状況

試験等評価の実施

医学教育用シミュレーター

11.実習を行う施設の医療に関する安全管理のための体制

1)医師の臨床研修病院の指定の有無

2)特定機能病院の承認の有無

3)実習に係る安全管理に関する組織の設置状況

有・無

実習を行う施設の管理者

・購入予定

構成員

関係各部門の責任者

医師である指導者

4)実習に係る緊急時の対応に係る手順を記載した文書

医学教育用視聴覚教材

有

その他

5)実習に係る患者からの相談に応じる体制の確保状況

有

無

無

患者の相談に応じる責任者

人数

患者の相談に応じる窓口の有無

有 ・無・購入予定

合計

有

職種

有

噂 無

無

役職

作成中

備考



12.実習を行うに当たり患者に対する説明の手順を記載した文書

13.指定研修機関と協力施設との連携体制(協力施設の場合に記入)

1)指導方針の共有方法

2)関係者による定期的
な会議の開催

開催頻度

目的:

有

3)その他特定行為研修

についての連携

検討事項の概要

回/年

無



備考

1 右上の「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の名称を記入すること。

2 様式1別紙2-2は、特定行為研修を行おうとする特定行為区分に係る講義、演習又は実習を行う全ての施設について記入し、施

設ごとに1都作成すること。

3 「5.施設の代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を

記入する二と。

4 r6.特定行為研修の実施責任者の氏名等」は、協力施設の場合のみ記入すること。

5 「フ.当該施設で行う全ての特定行為研修」については、共通科目および区分別科目の名称、モれぞれの研修方法及ぴ研修を受け

る看護師の定員数を記入すること。年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合は、1 回の定員数を記入すること。r研修方

法」は、講義、演晋又は実習の別を記入すること。

6 「8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の見込み」については、実晋を行う施設のみ記入する

こと。

フ「8.実晋を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の見込み」の「症例数の実績(概数)」は、指定の申請

が行われる年度の前年度における当該施設の症例数の実績(概数)を記入すること。また、「症例数の見込み」は前年度の症例数の

実績を参考に実習を行う期聞の症例数の見込みを記入すること。

8 「9.通信により研修を行う場合の環境の整備状況」は、通信による方法で特定行為研修を行う場合のみ記入すること。

また、「具体的な実施方法」は、以下の点について記入すること。

・r通信の方法」は、印刷教材、放送授業、メディアの別を記入すること。

・「主に学習する場所」は自宅、指定研修機関内、協力施設内の別を記入すること。

・「同時双方向性の確保」は、メディアによる授業であって、かつ同時双方向かつ教室等以外の場所でそれらを受講させる場合に、

メディア利用する技術によって一体的に扱うことのできる情報の種類及ぴ同時双方向性の程度を具体的に記入すること。

・「学修の進捗管理」は、出席の確認や学修時闇の確保の方法、受講者に勉学を促す方法等の概要を記入すること。

・「添肖井旨導」「酘問解答」「質疑応答」については、その方法や工夫について記入すること。

・「意見交換」については、受講生等の意見交換の場の確保の方法や工夫について記入すること。

・「試験等評価の実施」は、試験等科目の履修の成果を評価する方法の概要を記入すること。

9 Π0.医学教育用シミュレーター及び視聴覚教材等の整備状況」については、整備されている場合は「有」を、整備されていない

場合は「無」を、整備する予定がある場合は「購入予定」を選択すること。

10 「11.実晋を行う施設の医療に関する安全管理のための体制」は、患者に対する実習を行う施設のみ記入すること。

11 「11.1)医師の臨床研修病院の指定の有無」については、指定がある場合は「有」を選択し、また指定を受けていない場合は「無」

を選択すること。

12 「11.2)特定機能病院の承認の有無」については、承認されている場合は「有」を、承認されていない場合は「無」を選択する
こと。

13 「Ⅱ.3)実習に係る安全管理に関する組織の設置状況」は、実習に係る安全管理に関する組織の主な構成員について人數を記入

再掲であることがわかるよう記載するとともに、合計人數

14 「11.4)実習に係る緊急時の対応に係る手順を記戦した文書」は、有、無、作成中を選択L記入すること。

15 「11,5)実習に係る患者からの相談に応じる体制の確保状況」の「患者の相談に応じる窓口の有無」については、整備されてい

る場合は「有」を、整備されていない場合は「無」を選択すること。

16 「12.実習を行うに当たり患者に対する説明の手順を記載した文害」は、患者に対する実晋を行う施設のみ記入すること。

17 「13.指定研修機関と協力施設の連携体制」については、協力施設の場合に記入すること。 2以上の特定行為区分に係る特定行為

研修を行う場合であって、特定行為区分ごとに「1旨導方針の共有方法」「関係者による定期的な会議の開催」「その他特定行為研修に

ついての連携」の内容が興なる場合は、特定行為区分ごとに区別して記入する二と。

18 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

r

すること。同一人物が構成員として複数の役割を兼務している場合には、

1飢、で'、鵡狐吋疾懲如射'吐。



、、

施設名
/

所在地

代表者

下記の特定行為研修の実施に連携協力することについて、承諾いたします。

記

協力施設承諾書

指定研修機関名

共通科目

令和

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

年

循環器関連

様式1

月

心嚢ドレーン管理関連

研修を行う特定行為区分等の名称

胸腔ドレーン管理関連

別紙3

日

皮膚損傷に係る薬剤投与関連

腹腔ドレーン管理関連

ろう孔管理関連

栄養に係るカテーテル管理(中心静脈カテーテル管理)関連

栄養に係るカテーテル管理(末梢留置型中心静脈注射用カテーテル管理)関連

創傷管理関連

創部ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

透析管理関連

栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連

印

感染に係る薬剤投与関連

血糖コントロールに係る薬剤投与関連

術後痔痛管理関連

循環動態に係る薬剤投与関連

精神及び神経症状に係る薬剤投与関連



備考

1 様式1別紙3は、協力施設ごとに記入すること。

2 「代豪者」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入すること。

3 「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の名称を記入すること。

4 「研修を行う特定行為区分等の名称」は、指定研修機関の指定を受けようとする施設等と連携協力して行おうとする特定行為研

修に係る全ての特定行為区分の名称について「0」を記入すること。共通科目を実施する場合は共通科目に「0」を記入すること。



゛

リガナ

2

氏名

リガナ

特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

3
リガナ

4
リガナ

5

職種

リガナ

6
リガナ

指定研修機関名

所属する団体の名称

7
リガナ

8
リガナ

9
リガナ

10

令和

リガナ

様式1別紙4

年

ノ

"

役職名

リガナ

12
リガナ

13

(NO.

月

リガナ

14

役割

リガナ

15
リガナ

16
リガナ

17

備考

リガナ

18
リガナ

19
リガナ

20
リガナ

)
日



備考

1 右上の「指定研修機関名」は、指定研修機関の指定を受けようとする施殷等の名称を記入する二と。

2 様式1別紙4は、最上欄は、特定行為研修管理委員会の委員長の氏名等を記入し、「役害1」欄にその旨を記入する二と。

3 「所属する団体の名称」は、当該構成員が所属する団体の名称を記入すること。複數の団体に所属する場合は、主に所属する団体の

名称を記入すること。所属する団体がない場合は、その旨を記入すること。

4 「役職名」は、当該構成員が所属する団体での役職名を記入すること。所属する団体での役職名がない場合は、その旨を記入する二

と。

5 特定行為研修に関する事務の責任者又はこれに準ずる者、特定行為研修の責任者並ぴに指定研修機関及び講義、演習又は実晋を行

う施設外に所属する者については、「役割」欄にモの旨を記入すること。

6 記入榔が足りない場合は、行を追加し使用すること。なお複数頁にわたる場合は「(NO.)」に通し番号を記入する二と。

U

「」



特定行為研修の指導者一覧

特定行為区分名

1.担当分野

(共通科目名および

区分別科目名)

2

3

4

2.氏名

5

6

7

3.鞠重

8

9

4.所属する団体

の名称

10

11

柁

13

M

5.役職

名

巧

16

6.臨床

経験年数

17

18

フ.指導医講

習会等の受

講経験

有:0

無: X

指定研修機関名

円

20

8.特定行為

研樹^

講習会の受

講経験

有0

無: X

9.特定行為

研修の修了

有.0

無: X

令ネロ

様式1別紙5

年

10.その

他の資格・

研修の受

講経験

剖0.

月

11.教育歴

゛

12.備考

'

)
日



備考

1 キ条式拐幟5は、協力施設を含む諸義演習又1ネ実習を行う施設の全ての特定行為研修の指導者樋信による方矧こより行う場合1詩旨導補助者を含む、。)について、特定行為区分ごとに記入すること。

2 右上の「指定研修^」は、指定研修^の,碇を受けようとする施設等の名称を記入すること。

3 掲画科目の指導者について、複數の特定行為区分に係る牲定行為研修を行う場合、共通科目の指導者力帽一の区分については、いずれ力切区ラ"こおいてα)テ,笥戴すれぱよいこと。

4 「1.担当5掛(,樋科目名およて枢分号"科目名)」は、当該指導剤姻当する,樋科目名烈よ区分男11科目名を記入すること。独自の科目名がある場合1討舌弧書きで併記すること。

5 「4.再裾する団体の名称」1よ当該指導都傭属する団体D名称を記入すること。複数の団体1こ所属している場合は主に所属する団件名を、所属する団体力{なし寸易合ばその旨を記入すること。

6 「5.殺鴬名」ば当該指導都何属する団体での役臓を記入すること。所属する団体て0の役灘カサ乱寸船ばその旨を記載すること。

フ「フ,;跡医講習会^受^は、指導徹恢師又よ歯手^場合長医音即胞末研槻二係る指導医講習会、歯平^の^に係る指導歯手斗医講習会の受^は当該講習会に相当する研修の受^

の有無について記入すること。討に、「有」の場合は^と講習会の名称を記入すること。

8 「8.特定↑テ為研倒旨導者^受^については、特定行為研修1こ必要な指導方^1こ関する講習会の受^の有無について記入すること。「有」の場合は、受講年度と受講した講習会の主催者名を記入

すること。

9 「9.特定行為研修の修了」についてば指導徹{看^場合に、特定行為研修の修了の有無について記入すること。「有」の場合は、修了L1幣定行為区分の名称を記入すること。ま力悠了した区分数力{多い場合

は、別^行為区分名をぎ蹴した用紙を添付(様式自由)、又1ネ特定行為研修修了証を測寸してもよいこと。

10 「10.その他の資格・研修の^ば指導者の担当分野胆当科助に関連する研修の^又は劃各を有する場合に、当該研修の^度及ぴ名称又は当該資格の取得年度及て陥称を記入すること。

11 「11.教育圖は、六^での教^およびその年数について記入すること。

12 実技^(OS係)を行う指導者Jて1詩E導補助者である場合は、備考欄にその旨を記入すること。

13 記入欄力ξ足りなし寸晶合ば行を追加し記入すること。な1:^頁tこネ)たる場合は「゛b.)」1こ通し番号を記載すること。

14 備考欄こ記入しきれナよい場合は、別途三識(様式自由)し添付してもよいこと。

゛



厚生労働大臣殿

指定研修関

保健師助産師看護師法第37条の2第2項第1号に規定する特定行為及び同項

第4号に規定する特定行為研修に関する省令(平成27年厚生労働省令第33号)

第9条の規定に基づき、以下のとおり変更があったので届け出ます。

口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて申請

いたします。

指定研修機関名

代表者

届出害

令和

様式2

年 月

変更があった事項

日

変更の内容

印



備考

1 指定研修機関の名称を変更した場合は、変更後の名称で届け出ること。

2 指定研修機関の代表者が変更になった場合は、変更後の代表者名で届けること。

3 「代表者」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入

すること。

4 指定研修機関が新たな特定行為区分の申請をせずに領域別パッケージ研修を行おうとする場合は、本様式での届出

が必要となること。その場合「口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて申請いた

します。」にチェック(■)を入れるとともに、領域別パッケージ研修を行うにあたり生じた研修内容の変更について

本様式にて届け出ること。

5 「変更の内容」は、亥更のあった事項に関して、変更前の内容及び変更後の内客を区別して記入するとともに、変更

した年月日を記入すること。

6 特定行為研修の研修計画の内容を変更した場合は、褒更内容に応じて別紙1-1、別紙1-2、別紙1-3、別紙1

-4を記入し、亥更後の特定行為研修計画を添付すること。

7 講義、演習又は実晋を行う施設に亥更が生じた場合又は講義、演習又は実習を行う施設を追加した場合は、別紙2-

1、別紙2-2を添付すること。

8 協力施設を追加した場合は、別紙3を添付すること。

9 特定行為研修管理委員会の構成員を変更した場合は、当該構成員を含む全ての特定行為研修管理委員会の構成員に

ついて別紙4を添付すること。

10 特定行為研修の指導者及びその担当分野(担当科目)を変更した場合は、当該指導者が担当する特定行為区分に係る

全ての特定行為研修の指導者(当該指導者を含む、)について別紙5を添付すること。

11 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。また必要がある場合は、続紙(様式自由)に記入して添付する

こと。

コ

L

、ーー、、



特定行為研修計画の概要

1.特定行為研修の基本理念

3.特定行為研修を受ける看護師の定員数

4.特定行為区分

(1)研修を行う特定行為区分の数

指定研修機番号

(2)実施する特定行為区分

指定研修機名

区 パ

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

2.特定行為研修の目標

令和

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

特定行為区分名

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

循環器関連

様式2別紙1

月年

心嚢ドレーン管理関連

胸腔ドレーン管理関連

腹腔ドレーン管理関連

定員數

ろう孔管理関連

区

栄養に係るカテーテル管理(中心静脈力
テーテル管理)関連

ノく

栄養に係るカテーテル管理(末梢留置型

中心静脈注射用カテーテル管理)関連

氏名

特定行為研修の任者の氏名等

創傷管理関連

創部ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

L

所属する団体の名称

透析管理関連

栄養及ぴ水分管理に係る薬剤投与関連

感染に係る薬剤投与関連

血糖コントロールに係る藁剤投与関連

役職名

術後窪痛管理関連

循環動態に係る薬剤投与関連

精神及ぴ神経症状に係る藁剤投与関連

職種

皮膚換傷に係る薬剤投与関連

1
日



5.領域別パッケージ研修の領域及ぴ定員数

領域別パッケージ研修の領域

在宅・慢性期領域

外科術後病棟管理領域

術中麻酔管理領域

救急領域

6.特定行為研修の実施期間

外科系基本領域

特定行為研修の実施期間

定員数

期間

年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合

期問

領域別パッケージ研修の実施期間

在宅

j

外科

術後

年

期間

麻酔

期間

敷急

年

期間

フ.通信を利用した授業の有無

月

外科
基本

期問

共通科目での利用

年

期問

月

区分別科目での利用

年

日

入

8.特定行為研修の記録の保存方法

年

^

月

年

9.履修免除の有無

日

月

年

^

有の場合の履修免除の規定の有無

月

日

年

月

10.講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要

日

^

月

有

11.協力施設承諾書

日

^

年

月

有

有

日

^

12.特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

日

^

年

13.特定行為研修の指導者一覧

月

■

.

^

年

日

無

14.特定行為研修計画(進度表を含む)

年

文書

無

無

月

年

日

ケ月

月

年

有

月

■

日

ケ月

有

月

日

.

月

電子

日

ケ月

.

無

日

ケ月

日

ケ月

無

ケ月

ケ月

様式2別紙21こ記入

様式2別紙3に記入

様式2別紙4に記入

様式2別紙5に記入

別途添付

領
域
名



備考

1 様式2別紙1-1ほ、特定行為研修を行う全ての特定行為区分について記入し、1部作成すること。

2 「3.特定行為研修を受ける看護師の定員數」については、年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合ぱ、1回の定員数を記

入すること。

3 「4.特定行為区分」の「(2)実施する特定行為区分」は、特定行為研修を行う全ての特定行為区分に「0」を記入すること。記

入に当たっては、研修の計画に応じ、以下の通りとすること。

・当該特定行為区分内の特定行為に係る研修を免除せずに行おうとする場合:「区」欄に「0」

・当該特定行為区分を領域別パッケージ研修として行おうとする場合:「パ」欄に「0」

・上記2つの場合のいずれも行おうとする場合:「区」及ぴ「パ」欄の両方に「0」

4 各特定行為区分の「定員数」の欄には、上記備考3に示す通り「0」を記入した欄に対応する欄にそれぞれ特定行為研修を受ける矯

議師の定員数を記入すること。

5 r5.領域別パッケージ研修の領域及ぴ定員數」にっいては、実施する領域別パッケージ研修の領域に「0」を付け、当該領域別

パッケージ研修の定員数を記入すること。

6 r6.特定行為研修の実施期間」は、年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する予定がある場合は、全ての特定行為研修につい

て、それを開始する標準的な期日を記入する二と。領域別パッケージ研修については、「領域別パッケージ研修の実施期間」に記入す

ること。

フ「フ.通信を利用した授業の有無」は、通信を利用する場合は「有」を、利用しない場合は「無」を選択すること。また共通科目、

区分別科目での利用の有無を選択すること。

8 「8.特定行為研修の記録の保存方法」は、文書又は電磁的記録の別を選択する二と。

9 「9.履修免除の有無」については、股修免除を行う場合に「有」を、行わない場合は「無」を選択する二と。履修免除を行う場合

で履修免除の規定を設けている場合は「有」を、設けていない場合は「無」を選択する二と。なお、当該項目は、領域別パッケージ

研修における、特定行為研修の一部を免除した研修を行うことには該当しない二と。

10 門0.講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要」ほ、特定行為研修のために利用する二とができる施設に変更が生じた場合に、

変更が生じた特定行為区分について様式2別紙2-1に記入し、 1部作成する二と。ただし、複数の特定行為区分を同時に実施する

場合に、共通科目については、特定行為区分ごとに重複して記入する必要はないこと。様式2男1俳長2-2については、変更が生じた

特定行為研修に係る講轆、演習又は実習を行う施設及び設備ごとに記入し、1部ずつ作成すること。

11 「11.桃力施設承諾書」は、特定行為研修のために利用することができる施設に変更が生じた場合に、褒更が生じた協力施設ごとに

様式2別紙3に記入し、 1部ずつ作成すること。
L

12 「12.特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等」は、特定行為研修管理委員会の構成員について変更が生じた場合に、様式2別紙

4に記入すること。

13 「13.特定行為研修の指導者一覧」については、特定行為研修の指導者及ぴその担当分野に変更が生じた場合に、変更が生じた特定

行為区分について、共通科目及ぴ特定行為研修を行う特定行為区分ごとに様式2別紙5に記入い都作成すること。ただし、複数の

特定行為区分を同時に実施する場合に、共通科目については、全ての特定行為区分ごとに重複して記入する必要はないこと。

14 "4.特定行為研修計画(進度表を含む)」については、特定行為研修の内容に変更が生じた場合に、特定行為研修を行う全ての特定

行為区分ごとに記入した特定行為研修計画を1部添付すること。いずれも様式は自由とする。ただし、複数の特定行為区分を同時に

実施する場合に、共通科目については、全ての特定行為区分ごとに亜複して記戦する必要は無い二と。なお、進度表については、実

習期間がわかるように記入すること。また、領域別パッケージ研修を実施する場合には、特定行為研修の一部を免除した研修を行う

ことがわかるように記入する二と。

巧記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

、



特定行為研修計画の概要

共通科目の概要

1.共通科目の到達目標の設定の有無

2.共通科目の研修方法および時問数

①共通科目名
(独自の科目名がある場合は括

弧書きで併記)

臨床病態生理学

臨床推論

フィジカルアセスメント

指定研修機関

指定研修機関名

臨床薬理学

時間数

様式2別紙1-2(NO
年月

共通科目の時間数の総計(④の合計)

講義

場所

疾病・臨床病

態概論

②研修方法

時間数

自・協

場所

演習

主要疾患の臨床

診断・治療

時間数

医療安全学

自協

場所

自・協

状況に応じた臨

床診断・治療

時間数

実習

特定行為実践

自・協

場所

自・協

③評価
(上段:時間数、下
段:方法を記入)

時間数

自・協

自・協

場所

自・協

時間數

自・協

時問

自・協

場所

④時問数
の合計

自・協

時聞数

自・協

自・協

堤所

自・協

時間數

自・協

自・協

場所

自・協

自,協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自 協

)
日和令

号



備考

1 様式2別紙1-2は、「共通科目の概要」について、 2以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う場合、本様式に記入い

部作成すれぱよいこと。

2 「2.共通科目の研修方法および時間數」の①共通科目名について、独自の科目名がある場合は括弧讐きで併記すること。

3 「2.共通科目の研修方法および時間数」の①共通科目について、r疾病・臨床病態概論」については、学ぷべき事項の「主要

疾患の臨床診断・治療」と「状況に応じた臨床診断・治療」ごとに記入すること。また、「医療安全学」と「特定行為実践」につ

いては、一体的に妃入しても差し支えない二と。

4 「2.共通科目の研修方法および時間数」の「場所」については、自施設の場合は「自」、協力施設の場合は「協」を選択する

こと(両方に該当する場合は、両方選択する二と)。研修を行う場所が、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の場合は、

自施設を選択すること。

5 「2.共通科目の研修方法および時間数」の「③評価」については、上段に時間数、下段に評価方法を記入する二と。評価方

法は、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、観察評価)を書くこと。

6 「2.共通科目の研修方法および時間数」の「共通科目の時間數の総計」は、共通科目の全ての時間數の総計を記入し、単位

は時間で記入する二と。

7 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入する二と。



特定行為研修計画の概要

区分別科目の概要(特定行為区分ごと1こ記朝

1.特定行為区分の名称(

2.区分別科目の到達目標の設定の有無

3.区分別科目の研修方法およぴ時間数

1)共通して学ぶ事項について

①

※独自の科目名がある場合の

み科目名を記入する

指定研修機関番号

指定研修機関名

様式2別紙1-3

令和年

2)特定行為ごとに学ぷ事項について

有

⑥特定行為名
(独自の科目名がある場合は括弧書
きで併記)

区分別科目の時問数の総計(⑤十⑩)

〔

(NO

月

無

L/

時問数

講義
(時間数)

②研修方法

場所

演習
(時間數)

⑤小計(③の合計)

自・協

実習
(症例数)

自・協

時聞數又
は症例数

③時問数

の合言十

⑦研修方法

講義
(時間数)

場所

自・協

時間数又

は症例数

時間

演習
(時間數)

自・協

場所

④評価方法

⑩小計(⑧の合計)

時閻

時間數又

は症例数

3)症例数として含まれる実習以外の研修方法

実習
(症例数)

自・協

自協

場所

⑧時間数
の合計

時間数又

は症例数

自

自協

自・協

協

場所

時間數又
は症例数

自・協

⑨評価方法

時問

自・協

自・協

場所

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協 自・協

)
日

共
通
し
て
学
ぶ
事
項

特
定
行
為
ご
と
に
学
ぶ
事
項



.

備考

1 様式2別紙1-3は、特定行為研修を行う全ての特定行為区分について、特定行為区分ごとに記入し、1部作成すること。

2 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「時閻數」の単位については、時間で記入すること。「区分別科目の時間数の総

計」は区分別科目.ごとの時間数の総計を記入すること。

3 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の1)共通して学ぷ事項について、独自の科目名がある場合のみ①に科目名を記

入する二と。

4 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間數」の2)特定行為ごとに学ぷ事項にっいては⑥に特定行為名を記入すること。独自

の科目名がある場合には、括弧婁きで併記すること。

5 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間数」の「場所」については、自施設の場合は「自」、協力施設の場合は「協」を選択す

ること(両方に該当する場合は、両方選択する二と)。

6 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「②・⑦研修方法の実習(症例数)」については、経験すべき症例数を記入する

こと。

フ「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「③・⑧講離と演習の時間数の合計」については、「②・⑦研修方法」の講義の

時間数と演習の時間数の合計を記載すること。また、講義又は演習の時間数には、当該科目の評価のうち筆記試験に関する時間

を含めて差し支えないこと。

8 「3,区分別科目の研修方法および時間数」の「④・⑨評価方法」については、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、実

技試験、観察評価)を記入すること。

9 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「3)症例数として含まれる実習以外の研修方法」がある場合に、研修の方法

を具体的に記載すること。通知の5.,(5)②の患者に対する実技を行う実習の前に行うぺーパーシミュレーション、ロールプ

レイ、模擬患者の活用、シミュレーターの利用等のシミュレーションによる学習については、ニニに記載すること。

10 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。なお、複数の特定行為区分の研修を行う場合や、特定行為区分の概要が

複数頁にわたる場合は「(NO.)」に通し番号を記入すること。



特定行為研修計画の概要
講義又は演習を通信による方法で行う場合の研修および指導方法

共通科目名又は区分別科目名

(独自の科目名がある場合は括弧書きで併
記)

指定研修機関号

指定研修機関名

研修方法

③メディア

同時双方
向かつ教

室等以外
の場所で

履修

令和

様式2卿蜂氏1-4

年月日

①又は

②の場
合

併せて行う指導等の方法

゛

添削等

による

指導を
実施

日

③メディアのrそれ以外」の場合

b-1

指導補助

者が対面

で指導を
実施

b 指導の方法

b- il

授業後速やかに指

導者又は指導補助

者がインターネット
等で指導を実施

0

意見

交換
の機
会の

確保

④
面
接
授
業

そ
れ
以
外

②
放
送
授
業

①
印
刷
教
材



備考

1 様式2別紙1-4は、特定行為研修を行う全ての特定行為区分について記入し、1部作成すること。

2 「共通科目名又は区分別科目名」について、独自の科目名がある場合には、括弧害きで併記すること。

3 「研修方法」については、印刷教材による授業は「①印刷教材」、放送授業による場合は「②放送授業」、メディアを利用した

授業の場合は「③メディア」の欄に「0」を記入する二と。メディアの場合は、同時かつ双方向性に行われる場合は、r同時双方

向かつ教室等以外の場所で履修」に、それ以外の場合ぱ「それ以外」に ro」を記入すること。「④面接授業」については、講義

又は演習を通信等で行う授業を行う場合であって、併せて講義又は演晋を面接授業で行っている場合は、「0」を記入すること。

4 「①印刷教材」又は「②放送授業」の場合で、添削等による指導を併せて行っている場合は「a 添削等による指導を実施」に

「0」を記入すること。

5 「③メディア」の場合でかつ「それ以外」の場合は、併せて行う指導の方法について、「b-i 指導補助者が対面で指導を実施」、

「b-i1 授業後すみやかに指導者又は指導補助者がインターネット等で指導を実施」のいずれかの該当するものに「0」を記入するこ

と。

6 「③メディア」の場合でかつ rそれ以外」の場合については、意見交換の機会を設けている場合ぱ、「0 意見交換の機会の確保」

の欄に「0」を記入すること。

7 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。



講義、演習又は実習を行う施設及ぴ設備の概要一覧

a)1旬赴^

④

,描亜

科目

の定

員数

②^演習又は実習を行う施設名

2

3

4

係るも

の)関

連

5

渕こ係

るも

の)関

連

6

指定研修機関^

7

濁こ係

るも

の)関

連

8

,D嚢ド

レーン

管^

連

9

10

11

12

連

13

ろう孔

管^

連

14

連

恒塒定行為区分ごとの定員数
栄物こ係

るカテー

テノし管理

(r、D静

脈カテー

テル管

瑠関連

15

栄潮こ係

るカテー

テJレ管理

(刺龍

貢型中D

^湖寸

用カテー

テ」し管

理^

令和
指定研修機関名

創部ド

レーン

管^

連

様式2別紙2-1(NO.
年 月

連

^

び716,、

管瑠二

係る藁

青般与

関皇

感染に

係る薬

血糖コ

ントロ

ール1こ

係る薬

青椴与

^

,

循^

態に係

る^11

投与関

連 連

朧
翻

隷
織
器

畿
雌与搬

馳

譲一
羅

綴二二晋郎
卿
郷

越
織

一
綴

轟
需
爵
"

)
日



備考

1 劇載tは、変更力{生じた特定行為区分についてのみぎ^ること。

2 @こ指定研^名称を記入し、指定研修^において行う特定行為研伽こついて、@駅修を行う^行為区分数、@洪通科目の定員数、恒蔦定行為区分ごとの定員数を記入すること。

3 「偲講義演習又は実習を行う施設名」についてば講義、演習又ネ実習を行う施設(指定研^を含む、)について記入すること。

4 患判こ対する実習を,テう施調こついてば施設ごとに、@靭修を行う特定行為区分数、6淋定行為区分ピとの定員数をき訣すること。患者に対する実習を行わない施調こついてば@講義、演習又は実習を行う施設名の

みの記入でよいこと。定員数についてば年閏勾に同一の特定行為研修を複數回実施する場合は、1回の定員数を記入すること。

5 ミ己入欄力t足りなしゞ晶合は、行を追加して記入すること。なお複數頁1こ才)たる場合は「0わ.)」に通し番号を記入すること。

゛



講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要

1.施設の名称

2.所在地

3.電話

フりガナ

5.施設の代表

者の氏名

郵便番号
フりガナ

6.特定行為研修

の実施責任者の氏

名等(協力施設の場

合のみ記入)

フりガナ

指定研修機関名

フ.当該施設で行う全ての特定行為研修

フりガナ

令和

都道府県

共通科目およぴ区分別科目の名称

様式2別紙2-2
月 日年

4. FAX

8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の見込み

職種

研修方法

特定行為名

定員数

症例数の
実績(概数)

症例数の
見込み

役職



9.通信により研修を行う場合の環境の整備状況

具体的な実施方法

通信の方法

主に学習する場所

同時双方向性の確保

通信環境トラブル対処

学修の進捗管理

添削指導

設問解答

質疑応答

意見交換

10.医学教育用シミュレーター及ぴ視聴覚教材等の整備状況

試験等評価の実施

医学教育用シミュレーター

11.実習を行う施設の医療に関する安全管理のための体制

1)医師の臨床研修病院の指定の有無

2)特定機能病院の承認の有無

3)実習に係る安全管理に関する組織の設置状況

有・無・購入予定

実習を行う施設の管理者

構成員

関係各部門の責任者

医師である指導者

4)実習に係る緊急時の対応に係る手順を記載した文書

医学教育用視聴覚教材

有

その他

5)実習に係る患者からの相談に応じる体制の確保状況

有

. 無

無

患者の相談に応じる責任者

人数

患者の相談に応じる窓口の有無

有・無・購入予定

合計

有

職種

有

無

無

役職

作成中

備考



12.実習を行うに当たり患者に対する説明の手順を記載した文書

13.指定研修機関と協力施設との連携体制K協力施設の場合に記入)

1)指導方針の共有方法

2)関係者による定期的
な会議の開催

開催頻度

目的

有

3)その他特定行為研修
についての連携

検討事項の概要

回/年

無



備考

1 様式2別紙2-2は、特定行為研修を行う特定行為区分に係る講義、演習又は実習を行う施設のうち、変更が生じた施設又は追加

した施設について記入し、施設ごとに1部作成すること。

2 「5.施設の代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名記

入すること。

3 「6.特定行為研修の実施責任者の氏名等」は、協力施設の場合のみ記入すること。

4 「フ.当該施設で行う全ての特定行為研修」については、共通科目およぴ区分別科目の名称、それぞれの研修方法及び研修を受け

る看護師の定員数を記入すること。年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合は、1回の定員数を記入すること。「研修方

法」は、講義、演習又は実習の別を記入すること。

5 r8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例數の見込み」については、実習を行う施設のみ記入する

こと。

6 「8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の見込み」の「症例数の実横(概数)」は、指定の申請

が行われる年度の前年度における当骸施設の症例数の実横(概数)を記入すること。また、「症例数の見込み」は前年度の症例数の

実績を参考に実習を行う期間の症例数の見込みを記入すること。

フ「9.通信により研修を行う場合の環境の整備状況」は、通信による方法で特定行為研修を行う場合のみ記入すること。

また、「具体的な実施方法」は、以下の点について記入すること。

・「通信の方法」は、印刷教材、放送授業、メディアの別を記入すること。
』、

・「主に学習する場所」は自宅、指定研修機関内、協力施設内の別を記入すること。

・「同時双方向性の確保」は、メディアによる授業であって、かつ同時双方向かつ教室等以外の場所でモれらを受講させる場合に、

メディア利用する技術によって一体的に扱うことのできる情報の種類及ぴ同時双方向性の程度を具体的に記入すること。

・「学修の進捗管理」は、出席の確認や学修時間の確保の方法、受講者に勉学を促す方法等の概要を記入すること。

・r添肖井旨導」「設問解答」r質疑応答」については、その方法や工夫について記入すること。

・「意見交換」については、受講生等の意見交換の場の確保の方法や工夫について記入すること。

・「試験等評価の実施」は、試験等科目の履修の成果を評価する方法の概要を記入すること。

8 門0.医学教育用シミュレーター及び視聴覚教材等の整備状況」については、整備されている場合は「有」を、整備されていな場

合は「無」を、整備する予定がある場合は「購入予定」を選択すること。

9 「11.実習を行う施設の医療に関する安全管理のための休制」ぱ、患者に対する実習を行う施酘のみ記入すること。

10 「11.1)医師の臨床研修病院の指定の有無」については、指定がある場合は「有」を選択し、また指定を受けていない場合は「無」

を選択すること。

Ⅱ「11.2)特定機能病院の承認の有無」については、承認されている場合は「有」を、承認されていない場合は「無」を選択する
こと。

12 「11.3)実習に係る安全管理に関する組織の設置状況」は、実習に係る安全管理に関する組織の主な構成員について人数を記入

すること。伺一人物が構成員として複数の役割を兼務している場合には、再掲であることがわかるよう記載するとともに、合計人数

については、再掲を除いた実人数を記戦すること。

13 「11.4)実習に係る緊急時の対応に係る手順を記載した文書」は、有、無、作成中を選択L記入すること。

14 「11.5)実習に係る患者からの相談に応じる体制の確保状況」の「患者の相談に応じる窓口の有無」については、整備されてい

る場合は「有」を、整備されていない場合は「無」を選択すること。

巧「12.実習を行うに当たり患者に対する説明の手順を記載した文書」は、患者に対する実習を行う施設のみ記入すること。

16 「13.指定研修機関と協力施酘の連携体制」については、協力施設の場合に記入すること。 2以上の特定行為区分に係る特定行為

研修を行う場合であって、特定行為区分ごとに r指導方針の共有方法」「関係者による定期的な会議の開催」「その他特定行為靭修に

ついての連携」の内容が異なる場合は、特定行為区分ごとに区別して記入すること。

17 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

f



下記の特定行為研修の実施に連携協力することについて、承諾いたします。

協力施設承諾書

指定研修機関名

共通科目

令和

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

施設名

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

年

所在地

循環器関連

様式2別紙3

月 日

心嚢ドレーン管理関連

代表者

研修を行う特定行為区分等の名称

胸腔ドレーン管理関連

記

腹腔ドレーン管理関連

ろう孔管理関連

栄養に係るカテーテル管理(中心静脈カテーテル管理)関連

栄養に係るカテーテル管理(末梢留置型中心静脈注射用カテーテル管理)関連

創傷管理関連

創部ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

透析管理関連

栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連

印

感染に係る薬剤投与関連

血糖コントロールに係る薬剤投与関連

術後疹痛管理関連

循環動態に係る薬剤投与関連

精神及び神経症状に係る薬剤投与関連

皮膚損傷に係る薬剤投与関連



、

備考

1 様式2別紙3は、協力施設ごとに記入すること。

2 「代表者」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入すること。

3 「研修を行う特定行為区分等の名称」は、指定研修機関と連携協力して行おうとする特定行為研修に係る特定行為区分の名称

について「0」を記入すること。共通科目を実施する場合は共通科目に「0」を記入すること。

气

,.゛



リガナ

2

氏名

リガナ

特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

3
リガナ

4
リガナ

5

職種

リガナ

旨定研修機番号

指定研修機関名

6
リガナ

所属する団体の名称

7
リガナ

8
リガナ

9
リガナ

令和

様式2別紙4

年

10
リガナ

11

役職名

リガナ

12

(NO

月

リガナ

13
リガナ

14

役割

リガナ

15
リガナ

16
リガナ

17

備考

リガナ

18
リガ十

19
リガナ

20
リガナ

)
日



、

備考

1 様式2別紙4は、最上欄は、特定行為研修管理委員会の委員長の氏名等を記入し、「役割」欄にその旨を記入すること。

2 「所属する団体の名称」は、当該構成員が所属する団体の名称を記入すること。複数の団体に所属する場合は、主に所属する団体の

名称を記入すること。所属する団体がない場合は、その旨を記入すること。

3 「役職名」は、当該構成員が所属する団体での役職名を記入すること。所属する団体での役職名がない場合は、その旨を記入するこ

と。

4 特定行為研修に関する享務の責任者又はこれに準ずる者、特定行為研修の責任者並びに指定研修機関及び講義、演習又は実習を行

う施設外に所属する者については、「役割」欄にその旨を記入すること。

5 記入欄が足りない場合は、行を追加し使用すること。なお複数頁にわたる場合は「(NO.)」に通し番号を記入すること。

゛

.

冒



特定行為研修の指導者一覧

特定行為区分名

1.担当ラ}野

(共通科目名およぴ

区分別科目名)

气

2

3

4

2.氏名

5

6

7

3.鞠重

8

9

10

4.所属団体の

名称

11

12

13

5.役職

14

15

16

6.臨床

経験年数

打

恰

フ.指導医講

習会等の受

講経験

有:0

無: X

円

~Y

20

指定研修機関番号

8.特定行為

研樹旨導者

講習会の受

講経験

有:0

無: X

指定研修機関名

9.特定行為

研修の修了

有:0

無: X

様式2別紙5

令和年

10.その

他の資格・

研修の受

請軽験

(NO.

月

11.教育歴 12.備考

)
日



備考

1 キ条式2卸幟5ば協力葹設を含む講義、演習又ほ実習を行う施設の特定行為研修の指導者領信による方法により行う場合1詩旨淵甫助者を含む、。)につし、て、特定行為区分ごと1こ記入すること。

2 掲画科目の指導者について、複数の特定行為区州=係る特定行為研修を行う場合、共通科目の指導都澗一の区分については、いずれ力切区,,1こおいて0)み,ミ峯すればよいこと。

3 「1.担当分野(担当科目)」は、当骸指導都甑当する共通科目名又ま区分三"科目名を記入すること。

4 「4.再瀛する団体の名称」ば当該指導都晰属する団体の名称を記入すること。複数の団体1こ所属している場会は主IC所属する団体名を、所属する団佛{ない場合は、その旨を記入すること。

5 「5.役職.1ば当該指導徹句瀛する団体での役職を記入すること。所属する団体での役鰻力ξなし吋鼻合は、その旨を記載すること。

6 「フ.キ詳医講習ム^^は、指導者力匠師又1ネ断斗医自仙刀場合に、医師刀^こ係る指導医講習会、歯平^の脚末研修に係る指導歯手斗医講習会の^は当骸講習会に相当する研修の受^

の有無について記入すること。また、「有」の場合は、受講年度と講習会の名称を記入すること。

フ「8.特定行為研倒旨導者^会の難幣^については、特定行為研修IW要なヰ旨導方^1こ関する講習会の^有無について記入すること。「有」の場合は、受講奪度と受講した講習会の主催者名を記入

すること。

8 「9.特定行為研修の修了」についてば指導都電護百秋D場合に、特定行為研修の修了の有無にっいて記入すること。「有」の場合は、修7した特定行為区分の名称を記入すること。また修了した区分数力侈し暢合

は、別途特定行為区分名をぎ識した用紙を添付(様式自由)、又1コ詩定行為研修修了証を測寸してもよいこと。

9 「10.その他の資格・研悠の^ば指導者の;旦当分野(担当科目)に関連する研修の醍^又は資格を有する場合に、当該研修の受講年度及て陥称又は当該資格の取得如及て陥称を記入すること。

10 「11.教育圏は、大学等での教授^およぴその年数について記入すること。

11 実技昂嫌(OS佳)を行う指導者又ほ指導補助者である場合ば備考欄にその旨を記入すること。

12 記入欄力て足りない場合ば行を追加し記入すること。な1鞭数頁1=才フたる場合は「゛わ.)」に通し番号を記載すること。

13 備考欄こi己入しき才ゾよしU号合は、別遡識.(キ菓式自由)し添付してもよいこと。

゛

.



厚生労働大臣殿

特定行為区分変更申請書

保健師助産師看護師法第37条の2第2項第1号に規定する特定行為及び同項

第4号に規定する特定行為研修に関する省令(平成27年厚生労働省令第33号)

第10条の規定に基づき、別添のとおり特定行為区分の変更について申請いたしま

す。

口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて申請

いたします。

指定研修機関名

代表者

令和

様式3

年

印

月 日



.

1.指定研修

機関の名称

2

フりガナ

指定研修機関番号

3.所在地

郵便番号

フりガナ

4 電話

6.代表者

の氏名

記入日:令和

フりガナ

畢

氏名

年

都道府県

部署名

フりガナ

月

様式3

日

電話

巳一mail

5 FAX

本申請に関する問合せ窓口

(内線番号)

、



備考

1 「代表者」および「6.代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはそ

の代表者の氏名を記入すること。

2 「口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて申請いたします。」については、領域別パ

ツケージ研修を実施する場合にチェック(■)を入れること。

3 「本申請に関する問合せ窓口」は、本様式3に関する問合せに対して回答できる者を記入すること。

4 「本申請に関する問合せ窓口」のメールアドレスについては、携帯電話のメールアドレスは使用しないこと。

J

r

「



、

J

特定行為研修計画の概要

1.特定行為研修の基本理念

3.特定行為研修を受ける看護師の定員数

4.特定行為区分

(1)研修を行う特定行為区分の数

(2)実施する特定行為区分

指定研修機関番号

区

指定研修機関名

ノ、

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

2.特定行為研修の目標

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

特定行為区分名

令和

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

循環器関連

様式3別紙1

月年

心嚢ドレーン管理関連

胸腔ドレーン管理関連

腹腔ドレーン管理関連

定員数

ろう孔管理関連

区

栄養に係るカテーテル管理(中心静脈力

テーテル管理)関連

パ

栄養に係るカテーテル管理(末梢留橿型
中心静脈注射用カテーテル管理)関連

氏名

創傷管理関連

定行,、研修の任

創都ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

所属する団体の名称

透析管理関連

栄養及ぴ水分管理に係る薬剤投与関連

感染に係る薬剤投与関連

の氏名

血糖コントロールに係る薬剤投与関連

役職名

術後疹痛管理関連

循環動態に係る薬剤投与関連

精神及び神経症状に係る藥剤投与関連

職種

皮膚損傷に係る薬剤投与関連

1
日



5.領域別バッケージ研修の領域及.び定員数

領域別パッケージ研修の領域

在宅・慢性期領域

外科術後病棟管理領域

術中麻酔管理領域

救急領域

6.特定行為研修の実施期間

外科基本領域

特定行為研修の実施期間

定員数

期間

年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合

期間

領域別パッケージ研修の実施期間

在宅

外科
術後

年

期問

麻酔

期間

救急

年

期問

フ.通信を利用した授業の有無

月

外科
基本

期問

共通科目での利用

年

期間

月

区分別科目での利用

年

日

8.特定行為研修の記録の保存方法

年

^

月

年

9.履修免除の有無

日

月

年

^

月

有の場合の履修免除の規定の有無

日

年

月

10.講義、演習又は実習を行う施設及ぴ設備の概要

日

^

月

有

日

11.協力施設承諾書

^

年

月

有

日

有

^

12.特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

日

^

年

13.特定行為研修の指導者一覧

月

.

■

^

年

日

無

14.特定行為研修計画(進度表を含む)

年

文喜

無

無

月

年

日,

ケ月

月

年

有

月

日

ケ月

月

有

日

月

電子

日

ケ月

日

無

ケ月

日

ケ月

無

ケ月

ケ月

様式3別紙2に記入

様式3別紙3に記入

様式3別紙4に記入

様式3別紙5に記入

別途添付

領
域
名



、

備考

1 様式3別紙1-1は、新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分を含め、指定研修機関において実施する特定行為研修の全て

の特定行為区分について記入し、1部作成すること。

2 「3.特定行為研修を受ける看腰師の定員数」については、年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合は、1回の定員数を記

入する二と。

3 「4.特定行為区分」の「(2)実施する特定行為区分」は、斬たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分に「0」、既に特定行

為研修を行っている特定行為区分に「●」を記入すること。記入に当たっては、研修の計画に応じ、以下の通りとすること。

・当該特定行為区分内の特定行為に係る研修を免除せずに行う場合:「区」欄に「0」または「■」

・当該特定行為区分を領域別バッケージ研修として行う場合:「パ」欄に「0」または「●」

・上記2つの場合のいずれも行う場合:「区」及ぴ「パ」欄の両方に「0」または「●」

4 各特定行為区分の「定員数」の欄には、備考3に示す通り「0」または「●」を記入した欄に対応ずる欄にそれぞれ特定行為研修を

受ける看護師の定員数を記入すること。

5 「5.領域別パッケージ研修の領域及び定員数」については、実施する領域別パッケージ研修の領域に「0」を付け、当該領域別パ

ツケージ研修の定員数を記入すること。

6 「6.特定行為研修の実施期間」は、年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する予定がある場合は、全ての特定行為研修につい

て、それを開始する標準的な期日を記入すること。領域別パッケージ研修については、「領域別パッケージ研修の実施期間」に記入す

ること。

フ「フ.通信を利用した授業の有無」は、通信を利用する場合は「有」を、利用しない場合は「無」を選択すること。また共通科目、

区分別科目での利用の有無を選択すること。

8 「8.特定行為研修の記録の保存方法」は、文書又は電磁的記録の別を選択すること。

9 「9,履修免除の有無」については、履修免除を行う場合に「有」を、行わない場合は「無」を選択する二と。履修免除を行う場合

で履修免除の規定を設けている場合は「有」を、設けていない場合は「無」を遇択すること。なお、当該項目は、領域別パッケージ

研修における、特定行為研修の一部を免除した研修を行うことには該当しないこと。

10 「10.講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要」は、新たに特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分ごとに、様式3

別紙2-1に記入し、 1部作成すること。ただし、複数の特定行為区分を同時に実施する場合に、'共通科目については、全ての特定

行為区分ごとに重複して記載する必要は無いこと。様式3別紙2-2については、新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分

に係る講義、演習又は実習を行う全ての施設及ぴ酘備ごとに記入し、1部ずつ作成すること。

"Π1.協力施設承諾書」は、新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分に係る全ての協力施設ごとに様式3別紙3に記入し、

1部ずつ作成すること。

12 "2.特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等」は、新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分に係る全ての特定行為研修

管理委員会の構成員について、様式3別紙4に記入すること。

13 「13.特定行為研修の指導者一覧」については、共通科目及ぴ新たに特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分ごとに様式3

別紙5に記入い部作成すること。ただし、複数の特定行為区分を同時に実施する場合に、共通科目については、全ての特定行為区

分ごとに重複して記載する必要は無いこと。

14 「14.特定行為研修計画(進度表を含む)」については、新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分を含め、指定研修機関にお

いて実施する特定行為研修の全ての特定行為区分ごとに記入した特定行為研修計画を1部添付すること。いずれも様式は自由とする。

ただし、複数の特定行為区分を同時に実施する場合に、共通科目については、全ての特定行為区分ごとに重複して記載する必要は無

いこと。なお、進度表については、実習期間がわかるように記入すること。また、領域別パッケージ研修を実施する場合には、特定

行為研修の一部を免除した研修を行うことがわかるように記入する二と。

15 記入欄が足りない場合ぱ、行を追加し記入すること。



特定行為研修計画の概要

共通科目の概要

1.共通科目の到達目標の設定の有無

2.共通科目の研修方法および時間数

①共通科目名
(独自の科目名がある場合は括

弧喜きで併記)

臨床病態生理学

様式3呂1味氏1-2(NO.

令和年月

指定研修機関番号

臨床推論

フィジカルアセスメント

指定研修機関名

有

臨床薬理学

時間数

共通科目の時問数の総計(④の合計)

無

講義

場所

疾病・臨床病

態概論

②研修方法

時間數

自・協

場所

演習

主要疾患の臨床

診断・治療

時間數

医療安全学

自・協

場所

自・協

状況に応じた臨

床診断・治療

時間數

実習

特定行為実践

自・協

場所

自・協

③評価
(上段t時間数、下

段:方法を記入)

時間数

自・協

自・協

場所

自・協

時間数

自・協

時問

自・協

場所

④時間数
の合計

自・協

時間数

自協

自・協

場所

自・協

時間数

自・協

自・協

場所

自

自・協

協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

)
日



,

備考

1 様式3別紙1-2は、「共通科目の概要」について、 2以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う場合、本様式に記入い

都作成すれぱよいこと。

2 「2,共通科目の研修方法および時間數」の①共通科目名について、独自の科目名がある場合は括弧婁きで併記すること。

3 「2.共通科目の研修方法およぴ時間数」の①共通科目について、「疾病・廓床病態概論」については、学ぷべき事項の「主要

疾患の酢床診断・治療」と「状況に応じた臨床診断・治療」ごとに記入する二と。また、「医療安全学」と「特定行為実践」につ

いては、一体的に記入しても差し支えないこと。

4 r2.共通科目の研修方法および時間数」の「場所」については、自施設の場合は「自」、協力施設の場合は「協」を選択する

こと(両方に該当する場合は、両方選択するこど。研修を行う場所が、指定研修機関の指定を受けようとする施設等の場合は、

自施設を選択すること。

5 「2.共通科目の研修方法および時間数」の「③評価」については、上段に時間数、下段に評価方法を記入すること。評価方

法は、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、観察評価)を書く二と。

6 「2.共通科目の研修方法および時聞数」の「共通科目の時間数の総計」は、共通科目の全ての時間数の総計を記入し、単位

は時閻で記入する二と。

7 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入する二と。

重



特定行為研修計画の概要

区分別科目の概要(特定行為区分ごと1こ記朝

1.特定行為区分の名称(

2.区分別科目の到達目標の設定の有無

3.区分別科目の研修方法および時問数

1)共通して学ぷ事項について

①

※独自の科目名がある場合の

み科目名を記入する

指定研修機関番号

指定研修関名

様式3呂1蜂氏1-3

令和年

2)特定行為ごとに学ぶ事項について

有

⑥特定行為名
(独自の科目名がある場合は括弧書
きで併記)

区分別科目の時間数の総計(⑤十⑩)

(NO.

月

無

時問数

講義
(時間数)

②研修方法

場所

演習
(時間数)

⑤小計(③の合計)

自・協

実習
(症例數)

自・協

時間数又
は症例数

③時間数
の合計

⑦研修方法

講義
(時問數)

場所

自・協

時間数又

は症例數

時問

演習
(時間数)

自

場所

④評価方法

⑩小計(⑧の合計)

時間

協

時間数又

は症例數

3)症例数として含まれる実習以外の研修方法

実習
(症例數)

自・協

自・協

場所

⑧時間数
の合計

時間数又
は症例教

自・協

自・協

自・協

場所

時間數又
は症例数

⑨評価方法

自

時間

自協

自

協

場所

協

自協

C

自

自・協

協 自

自・協

協

自・協

)
日

共
通
し
て
学
ぷ
事
項

特
定
行
為
ご
と
に
学
ぶ
事
項



、

備考

1 様式3別紙1-3は、新たに特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分について、特定行為区分ごとに記入し、1 部作

成すること。

2 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間数」の「時間数」の単位については、時間で記入すること。「区分別科目の時間數の総

計」は区分別科目ごとの時間数の総計を記入すること。

3 「3,区分別科目の研修方法およぴ時間数」の1)共通して学ぶ事項について、独自の科目名がある場合のみ①に科目名を記

入すること。

4 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間数」の2)特定行為ごとに学ぷ事項については⑥に特定行為名を記入すること。独自

の科目名がある場合には、括弧嵩きで併記すること。

5 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「場所」については、自施設又は協力施設の該当する項目を選択すること(両

方に該当する場合は、両方選択すること)。研修を行う場所が、指定研修機関の指定を受けようとする施設の場合は、自施設を

選択すること。「自」は自施設、「協」は協力施設の意味とする。

6 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「②・⑦研修方法の実習(症例数)」については、経験すべき症例数を記入する

こと。

フ「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「③・⑧講禁と演習の時間数の合計」については、「②・⑦研修方法」の講義の

時間数と演習の時間数の合計を記敢すること。また、講義又ぱ演習の時聞數には、当該科目の評価のうち筆記試験に関する時間

を含めて差し支えない二と。

8 「3.区分別科目の研修方法および時間数」の「④・⑨評価方法」については、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、実
ゞー

技試験、観察評価)を記入すること。

9 「3.区分別科目の研修方法およぴ時間数」の「3)症例数として含まれる実習以外の研修方法」がある場合に、研修の方法

を具体的に記載すること。通知の5.(5)②の患者に対する実技を行う実習の前に行うぺーパーシミュレーション、ロールプ

レイ、模擬患者の活用、シミュレーターの利用等のシミュレーションによる学習については、ここに記戦すること。

10 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。なお、複数の特定行為区分の研修を行う場合や、特定行為区分の概要が

複数頁にわたる場合は「(NO.)」に通し番号を記入すること。

、ノ

1、
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特定行為研修計画の概要
講義又は演習を通信による方法で行う場合の研修および指導方法

共通科目名又は区分別科目名

(独自の科目名がある場合は括弧書きで併
記)

指定研修機関番号

指定研修機関名

研修方法

③メディア

同時双方

向かつ教
室等以外

の場所で
履修

令和

様式3別紙1-4

年月日

①又は

②の場
合

併せて行う指導等の方法

添削等
による

指導を
実施

ヨ

③メディアの「それ以外」の場合

.

b-1

指導補助
者が対面

で指導を
実施

b 指導の方法

b一Ⅱ

授業後速やかに指
導者又は指導補助

者がインターネット
等で指導を実施

r

0

意見

交換
の機

=の

確保

④
面
接
授
業

そ
れ
以
外

②
放
送
授
業

①
印
刷
教
材



備考

1 様式3別紙1-4は、新たに特定行為研修を行おうとする全ての特定行為区分について記入し、1部作成すること。

2 「共通科目名又は区分別科目名」について、独自の科目名がある場合には、括弧喜きで併記すること。

3 「研修方法」については、印刷教材による授業は「①印刷教材」、放送授業による場合は「②放送授業」、メディアを利用した

授業の場合は「③メディア」の欄に「0」を記入すること。メディアの場合は、同時かつ双方向性に行われる場合は、「同時双方

向かつ教室等以外の場所で履修」に、それ以外の場合は「それ以外」に「0」を記入すること。「④面接授業」については、講蔓

又は演習を通信等で行う授業を行う場合であって、併せて講義又は演習を面接授業で行っている場合は、「0」を記入すること。

4 「①印刷教材」又は「②放送授業」の場合で、添削等による指導を併せて行っている場合は「a 添削等による指導を実施」に

「0」を記入すること。

5 「③メディア」の場合でかつ「それ以外」の場合は、併せて行う指導の方法について、「b-i 指導補助者が対面で指導を実施」、

「b-1i 授業後すみやかに指導者又は指導補助者がインターネット等で指導を実施」のいずれかの該当するものに「0」を記入するこ

と。

6 「③メディア」の場合でかつ 「それ以外」の場合については、意見交換の機会を酘けている場合は、「0 意見交換の機会の確保」

の欄に「0」を記入すること。

7 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

'
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講義、演習又は実習を行う施設及ぴ設備の概要一覧

a)1綻研^

④

共通

科目

の定

員數

②講義、演習又は実習を行う施設名

^器

(知首

確倒こ

係るも

の)関

連

2

3

4

5

淘二係

るも

の)関

連

6

7

樹二係

るも

の)関

連

8

心嚢ド

レーン

管^

連

指定研修機関番号

9

10

Ⅱ

12

連

13

ろう孔

首^

連

14

連

侮塒定行為区分ごとの定員数
^二係

るカテー

テ」レ管理

(中D静

月肋テー

テjレ管

瑠^

15

栄物二係

るカテー

テ」レ管理

(斜龍

遣型中b

^湖す

用カテー

テ1レ管

理関連

令和

指定研修機関名

連

キ莱式3別キ長2-1(NO.
年 月

連

血轄コ

ントロ

ール1こ

係る薬

青股与

関連

循^

態に係

る^11

投与関

連

精神及

び^

症掬こ

係る薬

青股与

^

皮膚損

棚C係

る^」

投与関

連

籍
艇

詩
畿

揚
綴
器

裟地
綴

灣
抽

綴二二晋越
綴

謄
一

'
需
爵
"

)
日



備考

1 ①に指定研修^名を記入し、指定研修機関において締二に行おうとする特定行為研修ICついて、母厭修を行う特定行為区分数、④拓画科目の定員数、恒塒定行為区分ごとの定員数を記入すること。定員捌こつし、ては、年度内

に同一の特定行為研修を複数回^る場合ば 1回の定員数を記入すること。

2 「②講義、演習又は実習を行う施設名」について、指定研^において締二に行おうとする特定行為研修の講義、演習又ま実習を行う全ての施設(指定研^を含む')について記入すること。

3 患者二対する実習を柿施調こついては、施設ごとに、@勗修を柿特定行為区分数、価漣掟行為区分ごとの定員数を記入すること。患者こ対する実習を行わない施調こついては、@諸義、演習又は実習を行う施設名のみの記入

でよいこと。

4 ミ己入柵力ξ足りない場合は、行を追加して記入すること。なお複数頁IC才)たる場合は「(ト10.)」に通し番号を記入すること。

、



講義、演習又は実習を行う施設及ぴ設備の概要

1.施設の名称

2.所在地

3.電話

フりガナ

5.施設の代表

者の氏名

郵便番号
フりガナ

6.特定行為研修

の実施責任者の氏

名等(協力施設の場

合のみ記入)

指定研修機関名

フりガナ

フ.当該施設で行う全ての特定行為研修

フりガナ

令和

都道府県

共通科目およぴ区分別科目の名称

様式3別紙2-2

月 日年

4. FAX

8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の見込み

研修方法

特定行為名

定員数

症例数の
実ホ劃概数)

症例数の
見込み

職種

役職



9.通信により研修を行う場合の環境の整備状況

具体的な実施方法

通信の方法

主に学習する場所

同時双方向性の確保

通信環境トラブル対処

学修の進捗管理

添削指導

設問解答

質疑応答

意見交換

10.医学教育用シミュレーター及ぴ視聴覚教材等の整備状況

試験等評価の実施

医学教育用シミュレーター

Ⅱ.実習を行う施設の医療に関する安全管理のための体制

1)医師の臨床研修病院の指定の有無

2)特定機能病院の承認の有無

3)実習に係る安全管理に関する組織の設置状況

有・無・購入予定

実習を行う施設の管理者

構成員

関係各部門の責任者

医師である指導者

4)実習に係る緊急時の対応に係る手順を記載した文書

医学教育用視聴覚教材

有

その他

5)実習に係る患者からの相談に応じる体制の確保状況

有

無

無

患者の相談に応じる責任者

人数

患者の相談に応じる窓口の有無

有無

合計

購入予定

有

職種

有

無

無

役職

作成中

備考



12.実習を行うに当たり患者に対する説明の手順を記載した文塞

13.指定研修機関と協力施設との連携体制K協力施設の場合に記入)

1)指導方針の共有方法

2)関係者による定期的

な会議の開催

開催頻度

目的

有

3)その他特定行為研修
についての連携

検討事項の概要

回/年

無



.

備考

1 様式3別紙2-2は、新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分に係る講轆、演習又は実習を行う全ての施設について記入

し、施設ごとに1部作成すること。

2 「5.施設の代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を

記入すること。

3 「6.特定行為研修の実施責任者の氏名等」は、協力施設の場合のみ記入する二と。

4 「フ.当該施設で行う全ての特定行為研修」については、共通科目および区分別科目の名称、それぞれの研修方法及び研修を受け

る看腰師の定員数を記入すること。年度内に同一の特定行為研修を複数回実施する場合は、1回の定員数を記入すること。 r研修方

法」は、講義、演習又は実習の別を記入すること。

5 「8.実晋を行う施設における特定行為研修期聞中の特定行為に係る症例数の見込み」については、実習を行う施設のみ記入する

6 「8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例數の見込み」の「症例数の実横(概数)」は、指定の申請

が行われる年度の前年度における当該施設の症例数の実綾(概数)を記入すること。また、「症例数の見込み」は前年度の症例数の

実綾を参考に実晋を行う期間の症例数の見込みを記入すること。

フ「9.通信により研修を行う場合の環境の整備状況」は、通信による方法で特定行為研修を行う場合のみ記入すること。

また、「具体的な実施方法」は、以下の点について記入すること。
]ノ'

・「通信の方法」は、印刷教材、放送授業、メディアの別を記入する二と。

,「主に学習する場所」は自宅、指定研修機関内、協力施設内の別を記入すること。

・「同時双方向性の確保」は、メディアによる授業であって、かつ同時双方向かつ教室等以外の場所でそれらを受講させる場合に、

メディア利用する技術によって一体的に扱うことのできる情報の種類及び同時双方向性の程度を具体的に記入すること。

・「学修の進捗管理」は、出席の確認や学修時間の確保の方法、受講者に勉学を促す方法等の概要を記入すること。

・「添削指導」「設問解答」「質疑応答」については、その方法や工夫について記入すること。

・「意見交換」については、受講生等の意見交換の場の確保の方法や工夫について記入すること。

・「試験等評価の実施」は、試験等科目の履修の成果を評価する方法の概要を記入すること。

8 Π0.医学教育用シミュレーター及び視聴覚教材等の整備状況」については、整備されている場合は「有」を、整備されていない

場合は「無」を、整備する予定がある場合は「購入予定」を選択すること。

9 「11.実習を行う施設の医療に関する安全管理のための体制」は、患者に対する実習を行う施設のみ記入すること。

10 「Ⅱ.1)医師の臨床研修病院の指定の有無」については、指定がある場合は「有」を選択し、また指定を受けていない場合は「無」

を選択すること。

11 「11.2)特定機能病院の承認の有無」については、承認されている場合は「有」を、承認されていない場合ぱ「無」を選択する
こと。

12 「Ⅱ.3)実習に係る安全管理に関する組織の酘置状況」は、実晋に係る安全管理に関する組織の主な構成員について人數を記入

すること。同一人物が構成員として複数の役割を兼務している場合には、再掲であることがわかるよう記戦するとともに、合計人数

については、再掲を除いた実人数を記載する二と。

13 「Ⅱ,4)実習に係る緊急時の対応に係る手順を記戟した文喜」は、有、無、作成中を選択し記入すること。

14 「11,5)実習に係る患者からの相談に応じる体制の確保状況」の「患者の相談に応じる窓口の有無」については、整備されてい

る場合は「有」を、整備されていない場合は「無」を選択する二と。

15 「12.実習を行うに当たり患者に対する説明の手順を記戟した文書」は、患者に対する実習を行う施設のみ記入すること。

16 「13.指定研修機関と協力施設の連携体制」については、協力施酘の場合に記入すること。 2以上の特定行為区分に係る特定行為

研修を行う場合であって、特定行為区分ごとに「1旨導方針の共有方法」「関係者による定期的な会簾の開催」「その他特定行為研修に

ついての連携」の内容が異なる場合は、特定行為区分ごとに区別して記入すること。

17 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

0とこ



協力施設承諾書

施設名

所在地

代表者

下記の特定行為研修の実施に連携協力することについて、承諾いたします。

記

指定研修機関名

共通科目

令和

呼吸器(気道確保に係るもの)関連

呼吸器(人工呼吸療法に係るもの)関連

呼吸器(長期呼吸療法に係るもの)関連

年

循環器関連

様式3別紙3

月 日

心嚢ドレーン管理関連

研修を行う特定行為区分等の名称

胸腔ドレーン管理関連

腹腔ドレーン管理関連

ろう孔管理関連

栄養に係るカテーテル管理(中心静脈カテーテル管理)関連

栄養に係るカテーテル管理(末梢留置型中心静脈注射用カテーテル管理)関連

創傷管理関連

創部ドレーン管理関連

動脈血液ガス分析関連

透析管理関連

栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連

印

感染に係る薬剤投与関連

血糖コントロ「ルに係る薬剤投与関連

術後疹痛管理関連

循環動態に係る薬剤投与関連

精神及ぴ神経症状に係る薬剤投与関連

皮膚損傷に係る薬剤投与関連
V



.

備考

1 様式3別紙3は、協力施設ごとに記入すること。本様式は新たに特定行為研修を行おうとする特定行為区分について記入する二

と。

2 「代表者」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開酘者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入する二と。

3 「研修を行う特定行為区分等の名称」ほ、指定研修機関と連携協力して行おうとする特定行為研修に係る特定行為区分の名称

について「0」を記入すること。共通科目を実施する場合は共通科目に「0」を記入すること。



リガナ

特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

2

氏名

リガナ

3
リガナ

4
リガナ

5

職種

リガナ

指定研修機関番号

6

指定研修機関名

リガナ

所属する団体の名称

7
リガナ

8
リガナ

9

令和

様式3別紙4

年

リガナ

10
リガナ

11

役職名

リガナ

12

(NO

月

リガナ

13
リガナ

14

役割

リガナ

15
リガナ

16
リガナ

17

備考

リガナ

18
リガナ

19
リガナ

20
リガナ

)
日



.

備考

1 様式3別紙4は、最上棚は、特定行為研修管理委員会の委員畏の氏名等を記入し、「役寄1」欄にその旨を記入すること。

2 「所属する団体の名称」は、当該構成員が所属する団体の名称を記入すること。複数の団体に所属する場合は、主に所属する団体の

名称を記入すること。所属する団体がない場合は、その旨を記入すること。

3 「役職名」は、当該構成員が所属する団体での役職名を記入すること。所属する団体での役職名がない場合は、その旨を記入するこ

と。

4 特定行為研修に関する事務の責任者又はこれに準ずる者、特定行為研修の責任者並びに指定研修機関及ぴ講嚢、演習又は実習を行う

施設外に所属する者については、「役割」欄にその旨を記入すること。

5 記入欄が足りない場合は、行を追加し使用すること。なお複数頁にわたる場合は「(NO.)」に通し番号を記入する二と。



特定行為研修の指導者一覧

定行..区分名

1.担当分野

(共通科目名および

区分別科目名)

2

3

4

2.氏名

5

6

7

3.1翻重

8

9

4.所属団体の

名称

10

11

12

13

5.役職

14

15

16

6.臨床

経験年数

打

フ.1貫導医講

習会等の受

講礁

有:0

無: X

18

19

、0

20

8.特定行為

研樹^

講習会の受

講経験

有:0

無: X

指定研修機関番号

指定研修機名

9,特定行為

研修の修了

有:0

無: X

様式3別紙5

令和.年

10.その

他の資格・

研修の受

請凝験

(NO.

月

11.教育歴 12.備考

)
日



備考

1 ;織3別紙51圭協力施設を含む講義、演習JUよ実習を行う施設の全ての特定行為研修の指導者 G画言による方淘こより行う場合ほ指淵甫助者'を含む。)にっいて、那=に行おうとする特定行為区分ごと1こ記入する

0

2 共1画科目の指導者について、複数の特定行為区分こ係る特定行為研修を行う場合、共通科目の指導翫q司一の区分についてはいず才功切区5ナ1こおいてのみ記載すれぱよいこと。

3 「1.担当分野(担当科目)」は、当該指導者力迦当する共通科目名ヌ1ネ区分男"科目名を記入すること。

4 「4,再漏する団体の名称」ば当該指導都噺属する団体の名称を^己入する二と。複数の団体に所属している場合1本主に所属する団体名を、所属する団佛ぬし寸船ばその旨を記入すること。

5 「5.役職.1ば当該指導者力詞漏する団体での役職を記入すること。所属する団体での役灘力tない場合は、その旨を記載すること。

6 「フ.キ謬医講習ム^受^は、指導勧曜師又ほ断斗医断詔)場合に医き町^こ係る指導医講習会、歯平」医師の^に係る指導歯手1医講習会の受^は当該講習会に相当する研修の受^

の有無について記入すること。また、「有」の場合ば受講年度と講習会の名称を記入する区と。

フ「8,特定行為研燭智導者^^については、特定行為研修1こιZ要樹旨導方1去等1こ関する講習会の^有無について記入すること。「有」の場合ば受講年度と受講した講習会の主催者名を記入

すること。

8 「9、特定行為研修の修了」については、指導者力雫護師の場合に、特定行為研修の修了の有無について記入すること。「有」の場合は、修了した特定行為区分の名称を記入すること。また修了した区分数力侈しゞ暑合

は、別^行為区分名をぎ蹴しナこ用紙を添付(様式自由)、又1醐寺定行為研修修了証を測寸してもよいこと。

9 「10.そa)f也の資格・研修の受^ば指導者の担当分野(担当科目)1こ関連する研修の^又は資格を有する場合に、当該研修の受講年度及て陥称又は当該資格の取得年及び名称を記入すること。

10 「11.教育圖は、六井埼での教授経験およびその年捌こついて記入すること。

11 実技^(OS係)を行う指導者又1詩三導補助者である場合は、備考欄にその旨を記入すること。

12 記ネ^(足りない場合1よ行を通口し記入すること。なま;複数頁1こ才)たる場合は「(愉.)」1こ1画し番号をき三敢すること。

13 備考欄1こ記入しき才ゾよしゞ爵合は、別途記載(様式自由)し添付してもよいこと。

i-ー

¥

とこ



厚生労働大臣殿

年次報告書

保健師助産師看護師法第37条の2第2項第1号に規定する特定行為及び同項

第4号に規定する特定行為研修に関する省令(平成27年厚生労働省令第33号)

第1.1条の規定に基づき、年次報告書を提出いたします。

様式4

指定研修機関名

代表者

令和 年 月 日

印



氏名

部署名

フりガナ

電話

巳一mail

本報告に関する問合せ窓口

1.指定研修

機関の名称

2.指定研修機関番号

記入日:令和

フりガナ

3 所在地

4

郵便番号

電話

年

6

フりガナ

代表者の

氏名

フ.講義、演習又は実習を

行う施設及び設備の状況

月

様式4

日

(内線番号)

8.特定行為研修管理委

員会の開催実績

フりガナ

都道府県

* 別紙1

実施回数

主な議事内容

5 FAX

、 1-2に記入

回

f

1



9.特定行為区分ごとの特定行為研修の実施状況

特定行為区分の名称

,

前

年度

特定行為研修の実施期間

当該

年度

年

前
年度

年

月

年

月

当該

年度

年

日~

月

年

日~

月

前

年度

年

日~

月

年

日~

年

月

当該

年廣

年

在宅・慢性期領域

.

日~

年

月

年

月

日~

年

月

前

年度

年

月

受講

者数

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

当該

年度

年

外科術後病棟管理領域

月

日~

年

修了

者数

月

日

年

月

日~

年

月

日

前

年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

当該
年度

年

術中麻酔管理領域

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

前

年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

当該

年度

日

年

救急領域

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

前
年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

当該

年廣

年

外科系基本領域

月

日~

年

月

呂

年

月

日~

年

月

日

前
年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

当該

年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

前
年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

当該

年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

前

年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

当該

年度

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

前

年廣

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

当該

年度

日

年

月

日~

年

月

日

年

月

日~

年

月

日

年

月

ヨ~

年

月

日

年

月

年

月

日

年

月

年

月

日

月

日~

年

月

日

月

日~

年

日

月

日~

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

日

月

日

日

~
,

日

、
、
~日

雫
雫

領
域
別
パ
ッ
ケ
ー
ジ
研
修



、

備考

1 「本報告に関する問合せ窓口」は、様式4に関する問合せに対して回答できる作成責任者を記入すること。

2 「本報告に閏する問合せ窓口」のメールアドレスについては、携帯電話のメールアドレスは使用しないこと。

3 「6.代表者の氏名」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏

名を記入すること。

4 「フ.講義、演晋又は実習を行う施設及ぴ設備の状況」は、特定行為研修を行った全ての特定行為区分ごとに、講轆、

演習又は実晋を行う全ての施設及び設備について別紙1-1、別紙1-2に記入すること。

5 「9,特定行為区分ごとの特定行為研修の実施状況」は、特定行為研修を実施している特定行為区分の欄に、特定行為

研修の実施期間、受講者数、修了者数を記入すること。なお、同一年度に同一の特定行為研修を複数回実施している場合

は、特定行為研修を実施した期問ごとに受講者数及び修了者数を記入すること。複數年度にわたって特定行為研修を実施

している場合は、それぞれの特定行為研修を実施した期間ごとに受講者数及び修了者数を記入する二と。

6 領域別パッケージ研修を行った場合は、領域別パッケージ研修ごとに研修の実施状況を記入すること。

7 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

J



講義、演習又は実習を行う施設及び設備の状況

a井綻研^

④

共通

科目

の受

講者

数

を行コ

た特

侃^、演習又は実習を行コた^

呼吸器

(気道

硲剰こ

係るも

の)聞

連

2

3

4

5

脚二係

るも

の)関

連

6

7

8

指定研修機

't瘻ト'

レーン

管^

連

るも

の)関

連

9

10

11

12

^

連

13

ろう孔

管^

連

弌

⑤特定行為研修を受講した看護師数

叫

連

栄潮二係

るカテー

テル管理

(中D静

脈カテー

テノし管

瑠関連

巧

栄麹二係

るカテー

テJし管理

(判脊留

黄型中,D

掬而鵠す

用カテー

テノし管

瑠関連

指定研修機関名

,

ノ

令和

連

様式4別紙1-1(NO.

年 月

連

栄養及

ぴフ16,

管瑠こ

係る藁

郵般与

^

血糟コ

ントロ

ール1こ

係る薬

青椴与

^

日

^

態に係

る藁青11

投与関

連

'

連

.

、

岫
轟
弧

隷
綴
謄

霊
艇

一
、
薬
与

詩
畿

譲峰
綴

灣
一

綴二二晋器
黙

一
叩
一

③
確

蒙
憾



備考
L

1 ^については、指定研修棚開及び諸義演習又は実習を行う施設ごとに、特定行為研修を行コた特定行為区分ごとに項目を記入し、1部作成すること。

2 指定研修^は、①に指定研修^名を記入し、指定研修^において@廟修を行った特定行為区分数、④,描画科目の受講者数、恒井掟行為研修を受瓢"た看^記入すること。年度内に同一の特定行為研修を複数回^し

た場合は、年r'M)受講者数の延べ人数を記入すること。

3 「偲講義演習又は実習を行う施設名」については、講義、演習又は実習を行コた全ての施設(指定研修^を含む')について記入すること。

4 患肴こ対する実習を柿施設は、@易修を行った特定行為区分数、唾汚掟行為研修を受1ガニ看^記入すること。患者こ対ずる実習を行わない施調こついては、@^、演習又は実習を搦施設名のみの記入でよいこと。

5 Z訣欄力ξ足りない場合は、行を追加して記入すること。なお複数頁1こオ)たる場合は「(゛10.)」に通し番男を記入すること。



講義、演習又は実習を行う施設及び設備の状況

1.施設の名称

2.所在地

3.電話

フりガナ

5.施設の代表

者の氏名

郵便番号
フりガナ

6.特定行為研修

の実施責任者の氏

名等(協力施設の場

合のみ記入)

指定研修機関

指定研修機関名

フりガナ

フ.当該施設で行う全ての特定行為研修

フりガナ

共通科目および区分別科目の名称(独自の科目名がある場合は括弧喜きで併記)

令和

都道府県

様式4別紙1

月年

4. FAX

-2

日

8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の総数

研修方法

特定行為名

受講者数

症例数の総数

職種

役職

号



9.症例数が不足した場合の対応の実施状況

10.通信により研修を行う場合の環境の整備状況

具体的な実施方法

通信の方法

主に学習する場所

同時双方向性の確保

通信環境トラブル対処

学修の進捗管理

添削指導

設問解答

質疑応答

意見交換

試験等評価の実施

11.指定研修機関と協力施設との連携体制(協力施設の場合に記入)

1)指導方針の共有方法

2)関係者による定期的
な会議の開催

開催頻度

目的

3)その他特定行為研修
についての連携

検討事項の概要

回/年



備考

1 本様式は、講義、演習又は実習を行った全ての施酘について記入し、施設ごとに1部作成すること。

2 「5.施設の代表者の氏名」は、学校にあっては設電者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を

記入すること。

3 「6.特定行為研修の実施責任者の氏名等」は、協力施設の場合のみ記入すること。

4 「フ.当該施設で行う全ての特定行為研修」については、共通科目および区分別科目の名称、それぞれの研修方法及び研修を受け

た看護師の數を記入すること。「研修方法」は、講義、演習又は実習の別を記入する二と。

5 「8,.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の総数」については、実習を行った施設のみ記入する

6 「8.実習を行う施設における特定行為研修期間中の特定行為に係る症例数の総数」の「症例数の総数」は、報告の対象となる年

度における当該施設において受講生が経験した特定行為の症例数の総数を記入すること。

フ「9.症例数が不足した場合の対応状況」は症例数が不足した場合に対応した状況を記入すること。

8 「10.通信により研修を行う場合の環境の整備状況」は、通信による方法で特定行為研修を行った場合のみ記入すること。

また、「具体的な実施方法」は、以下の点について記入すること。

・「通信の方法」は、印刷教材、放送授業、メディアの別を記入すること。

・「主に学習する場所」は自宅、指定研修機関内、協力施設内の別を記入する二と。

・「同時双方向性の確保」は、メディアによる授業であって、かつ同時双方向かつ教室等以外の場所でそれらを受講させる場合に、

メディア利用する技術によって一体的に扱うことのできる情報の種類及び同時双方向性の程度を具体的に記入すること。

・「学修の進捗管理」は、出席の確認や学修時間の確保の方法、受講者に勉学を促す方法等の概要を記入すること。

・「添削指導」「設問解答」「質疑応答」については、その方法や工夫について記入すること。

・「意見交換」については、受講生等の意見交換の場の確保の方法や工夫について記入すること。

・「試験等評価の実怖」は、試験等科目の履修の成果を評価する方法の概要を記入すること。

9 「11.指定研修機関と協力施設の連携体制」については、協力施設の場合に記入すること。 2以上の特定行為区分に係る特定行為

研修を行う場合であって、特定行為区分ごとに「指導方針の共有方法」「関係者による定期的な会膿の開催」「その他特定行為研修に

ついての連携」の内客が具なる場合は、特定行為区分ごとに区別して記入すること。

10 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

0とこ



厚生労働大臣殿

指定取消申請書

保健師助産師看護師法第37条の2第2項第1号に規定する特定行為及び同項第4号に

規定する特定行為研修に関する省令(平成27年厚生労働省令第33号)第14条の規定

に基づき、以下のとおり指定研修機関の指定の取消しを申請いたします。

指定研修機関名

指定の取消しを受けようとする理由

指定研修機関名

代表者

指定の取消しを受けようとする期日

現に特定行為研修を受けている看護師

があるとき

様式5

令和 年

特定行為研修を受ける予定の看護師が

あるとき

月 日

印

受講者数(

令和

上記の受講者に対する措置

年

受入予定数(

名)

上記の者に対する措置

月 日

名)



備考

1 「代表者」は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人その他の者にあってはその代表者の氏名を記入

すること。

2 必要がある場合は、続紙(様式自由)に記入して添付すること。

3 「現に特定行為研修を受けている看護師があるとき」の「上記の受講者に対する措置」は、受講者の特定行為研修の

修了の見込みを記入する二と。また、受講者を他の指定研修機関に引継ぎ、継続して特定行為研修を受講させる場合に

は、当該指定研修機関の名称及び所在地を記入すること。

ノ

ノ



フりガナ

氏名

看護師籍の登録番号
及ぴ登録年月日

特定行為研修修了証

生年月日

(姓)

第

昭和平成令和

修了した特定行為研修に
係る特定行為区分の名称

ノ

昭和平成令和

(名)

特定行為研修を修了した

年月日

様式6

年

特定行為研修を実施した
指定研修機関の指定研修
機関番号及ぴ名称

年

月

令和

月

日

日

年 月

指定研修機関番号

日

指定研修機関の名称

号

、
L



備考

1 「修了した特定行為研修に係る特定行為区分の名称」については、領域別パッケージ研修を受講し
た場合は、修了した領域名及び特定行為についても記入すること。

2 本様式に、必要な事項を追加して記載することは差し支えない。

、

i



暑号 コリガナ

宥謹師算の畳埠昏号量び
量撮年月日

氏名
署膳●捧の
畳詠暑号

量録年月日

生鼻月日

日

呼暈軸rA工昇吸■茸仁偏垂
ι抑)闇声

日

日

旦●1
動■工
罰に畔

重封唾
,冒

ι酋
仙郵
●孝
直゛
●h

担て
与い

日

日

日

日

日

日

日

日

ろヨ乳冒覗
翼直

う●胃
卓る÷
,与占
ン古角

曲,〒

真 1 1
真,〒

ル具

叉昏
畦L

胃{
弓せ

^

蝿キ

1 邑師昆U皐、^邑U蓋宣哘害王抽Lτ亜1.tιこ上.
Z 1叫号」ば.料室行畠圃俸皇●Tしb看■師こつ1、て壷し看号告記ゑ、,'=と

尋τコリガナ」け、全角力,カ,-E霊乳L、鮭とキの嗣#1冒ス室け毛こし
4 r圧名」吐.全角で記五乢、畦ι各●冨捻,マ鳳空ける=と.

享 1■盟朗凋の曼降唇号」仕、,雁の亀亨症陀乳す舌こと.
偉ι伸1した特=行喜晴伸に制玉特定厨●冨"」壮,鹸呉オ'●特圭行晶匡牙町判毛「0」をうけ●こと.之打.特圭行晶豊"の3ち僻鳶軒高ご上に^け0●区"12.悔了ιた特声行島の判こ,0」をつ吋●二と.

)"堰削バ,●一:ノ研惇を曼巨Lた電^羊.「"羊別Jξ学ケ]ノ晒惇【厚^大臣が遷●ι冨める気覗1」町単立,る鼎=■「0」をつけること.
●糎些●特定行喜区分重妬rL主看窒伺で高0て、モ●、モれ■科定,〒画区"町惨丁罪月日劃冨りる嶋色吐行を"叶tE孔,る巳ι

0 遍去に熱窒斤驫曙諸0聾T匡叩空"安畳廿む耳と^'惇T暑仕'「●景に催T匡●交制壷曼討オニ●」●■にto」青0叶ιこと、
10逼晝に菊詫行高研皆の蛙1証舟典"重畳"た看■'両U時寛行島研智生修TL蛭丁旺主立村L゛・^1=量雲●葛"皇降暑号"窒更とむ0て、,た嶋青佳.■暫冨師痛の量睡看号主●青■=足、,'こと.

日

俸了し女特吏打鼻研作に憾る特室行為侶9

冒督曇
弔匡塾
一宝に
■申"
遍◆'

"由
員〒
呈1
削〒

用咋

"管
早弔

1'
〒軍

"割

日

劇腐昏^

●声仙
障け塵
晝●叉
血吐
盟極

●性
0劇
い倒
弔●

克抽

■置

紅に

日

ι

指定研惇柱頁養号

日

^凡
身蛎闇直

日

日

量聾忌υ瓢身
曽竃此書'皐
棄置キ冨亙

日

日

日

日

覚吋■峰に鼻畢陣朗犢卑幽連 軸特皇咋^症^葺
る薫寅置亭冨置

推窒研修楓冨名

掴が呈り女1、埠●体碧宜行安豊勧一τ正入サ、

バウらーり奇修

年月

特定石●研峠を筈了した
年月ヨ」

棚式7

鼻

(,●,

月

.

岡

骨考

日

日

日

日

日

日

日

日

年月

年月

年詞

年"

年月

無"

年貞

年月

年月

年育

年月

罪月

年胃

年月

年再

年罰

鼻阿

年詞

年月

年月

鼻詞

年阿

ギ再

年胃

鼻同

卑詞

年阿

年再

年月

年月

年月

鼻月

年月

年月

年月

年男

年月

年月

卑月

年月

年月

年月

年月

無月

年目

年月

年月

年月

年月

年月

年月

年胃

年阿

年月

年貞

年月

年"

年月

年月

年月

年月

年阿

年月

.
、

)
日

過
去
に
怖
了
空
の
交
付
を
受
け
た
者

"
喫
匡
冨
*
傾
軍
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■
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怖
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磨
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冒
埋
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外
料
噺
看
癖
算
暫
重
恒
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日

月

日

日

年

を
電
.
零
豊
剛
智
軍

年

日

日

座
肩
腸
優
仁
鼻
●
冨
凱
冊
与
詞
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日

"

日

年

日

M
〒
史
貫
田
■
畔
●
暫
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日

日

年

茸
"
神
南
黒
町
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畔
0
置
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日

月

日

日

尊
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れ
ル
割
●
巨
弄
●
煮
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日

日

日

仲
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申
町
制
鳳
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年

日

日
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冒
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年
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年
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月
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年

日

年

月

日

月

年

日

割
青
仁
"
,
'
薫
圧
凱
昔
壷
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厚生労働大臣殿

指定研修機関変更届出書

保健師助産師看護師法第37条の2第2項第1号に規定する特定行為及び同項

第4号に規定する特定行為研修に関する省令(平成27年厚生労働省令第33号)

第9条の規定に基づき、以下のとおり変更があったので届け出ます。

口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて

申請いたします。

(省令改正に伴う変更届出)

指定研修機関名

代表者

変更があった事項

事項

特定行為研修の共通科

目の内容(学ぷべき事

項)に関する変更

令和

様式8

特定行為研修の

時問数の変更

年 月

改正後の通知別紙3の学ぷべき事項を満た

す研修内容への変更。別添のとおり。

日

内容

2

印

変更後の特定行為研修の研修方法及び
時問数のとおり。

領域別パッケージ研修

の実施

在宅・慢性期

領域

外科術後病棟

管理領域

研修期問

定員数

術中麻酔管理

領域

変更後の研修を

開始した年月日

研修期間

定員数

令和

救急領域

研修期間

定員数

人

年

外科系基本領

域

令和

月

研修期間

定員数

人

年

令和

日

月

研修期問

定員数

人

年

令和

日

月

人

年

令和

日

月

人

年

令和

日

月

年

令和

日

月

年

日

月 日



.

.、

2.変更後の特定行為研修の研修方法及び時間数

1)共通科目の研修方法及び時問数

1 共通科目の各科目
(独自の科目名がある場合は括
弧書きで併記)

臨床病態生理学

臨床推論

指定研修機関名

フィジカルアセスメント

、

臨床薬理学

共通科目の時間数の総計(④の合計)

令和

時間数

疾病・臨床病態
概論

講義
(許間数)

場所

②研修方法

時間数

年

場所

演習
(時間數)

主要疾患の臨

床診断・治療

自・協

月

医療安全学

時間数

場所

状況に応じた臨

床診断・治療

自・協

日

実習
(時間數)

自・協

特定行為実践

時間数

③評価
(上段:時間

数、下段:方
法を記入)

場所

2)特定行為区分ごとの研修方法及び時間数

自・協

自・協

時間数

自・協

時問

場所

自・協

④時間数の
ム'十

自・協

時間数

自・協

呼吸器(気道確保に係るもの)関
連

⑤特定行為区分

場所

自・協

自・協

時闊数

自・協

呼吸器(人工呼吸療法に係るも

の)関連

場所

自・協

自・協

時間数

呼吸器(長期呼吸療法に係るも

の)関連

自・協

場所

自・協

自・協

循環器関連

自・協

心嚢ドレーン管理関連

自・協

自・協

自・協

時間又は症例数

自・協

自・協

時間又は症例数

場所

講義
(時間数)

⑥研修方法

時間又は症例数

場所

自・協

自・協

演習
(時間数)

時間又は症例数

場所

自・協

時間又は症例数

場所

自・協

実習
(症例数)

自,協

場所

自・協

⑦時問数
の合計

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

⑧評価方法

自・協

自・協

自・協

自・協



胸腔ドレーン管理関連

腹腔ドレーン管理関連

ろう孔管理関連

栄養に係るカテーテル管理(中心

静脈カテーテル管理)関連

栄養に係るカテーテル管理(末梢
留置型中心静脈注射用カテーテ
ル)関連

時聞又は症例数

創傷管理関連

時間又は症例数

場所

創部ドレーン管理関連

時間又は症例数

場所

動脈血液ガス分析関連

自・協

時間又は症例数

場所

透析管理関連

自・協

時間又は症例数

場所

栄養及び水分管理に係る薬剤投与
関連

自・協

自・協

場所

自・協

時間又は症例数

感染に係る藁剤投与関連

自・協

自・協

血糖コントロールに係る薬剤投与

関連

自・協

時間又は症例数

場所

自・協

自・協

自・協

時閻又は症例数

術後痔痛管理関連

場所

自・協

自・協

時間又は症例數

循環動態に係る薬剤投与関連

場所

自・協

自・協

自・協

精神及ぴ神経症状に係る藁剤投与
関連

時間又は症例数

場所

自・協

自・協

自・協

時間又は症例數

皮膚損傷に係る薬剤投与関連

場所

自・協

自・協

自・協

時間又は症例數

場所

自・協

自・協

自・協

時間又は症例數

場所

自・協

自・協

自・協

時聞又は症例数

場所

自・協

自・協

自・協

時間又は症例数

場所

自・協

自・協

自・協

時間又は症例數

場所

自・協

自・協

自・協

場所

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協

自・協



'
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備考

1 本様式は、省令改正に伴い、特定行為研修の時間数を変更する場合及ぴ領域別パッケージ研修を実施する場合に提出すること。

2 本様式は、変更が生じた日から起算して1月以内に届け出ること。

3 「口また、同令別表第4備考第5号の厚生労働大臣の認定についても、あわせて申請いたします。」については、領域別パッケ

ージ研修を実施する場合にチェック(■)を入れる二と。

4 「1.変更があった事項」は、事項欄の該当する事項に「0」を記入すること。

5 rl.変更があった事項」の「特定行為研修の共通科目の内容(学ぷべき事項)に関する変更」に該当する場合は、研修内容

が別紙3で示す学ぶべき事項を満たしている二とがわかる文婁(シラバス等)を添付すること。

6 「1.変更があった事項」の「特定行為研修の時間数の変更」に該当する場合は、「2.変更後の特定行為研修の研修方法及ぴ

時間数」について記載すること。

フ「1.亥更があった事項」の「特定行為研修の時間數の変更」に該当する場合は、本届出に変更後の特定行為研修計画を添付

すること。なお、指定研修機関において、共通科目の各科目及び区分別科目について、絖合又は分割Lた場合あるいは独自の科

目名を設定した場合は、当該科目に対応する共通科目の各科目及ぴ区分別科目の科目名について特定行為研修計画に記戟し、突

合表等を添付すること。

8 「1.変更があった事項」の「領城別パッケージ研修の実施」に該当する場合は、実施する領域別に、特定行為研修を受ける看

護師の定員数、研修期間について記載すること。

9 「2.変更後の特定行為研修の研修方法及ぴ時間」の「2)特定行為区分ごとの研修方法及び時間数」は、研修を行っている

特定行為区分について記入すること。

10 「2.共通科目の研修方法および時間數」の①共通科目について、「疾病・臨床病態概諭」については、学ぷべき事項の r主要

疾患の暁床診断・治療」と「状況に応じた臨床診断・治療」ごとに記入すること。また、「医療安全学」と「特定行為実践」につ

いては、一体的に記入しても差し支えないこと。

11 「2.変更後の特定行為研修の研修方法および時聞」の「研修方法及び時間数」の「場所」については、自施設の場合は「自」、

協力施設の場合は「協」を選択すること(両方に該当する場合は、両方選択すること)。研修を行う場所が、指定研修機関の場合

は、「自」を選択する二と。

12 「2.変更後の特定行為研修の研修方法および時間」の「実習(症例数)」については、当該特定行為区分に複数の特定行為が

ある場合で、各特定行為で経験すべき症例数が同一の場合には、「各●」(●は症例数)と記入し、特定行為により経験すべき症

例数が異なる場合は、行を追加して記入すること。

13 「2.変更後の特定行為研修の研修方法および時間」の「③評価」については、上段に時間数、下段に評価方法を記入するこ

と。評価方法は、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、実技試験、観察評価)を書くこと。

14 「2,変更後の特定行為研修の研修方法および時間」の「⑦評価方法」については、通知の別紙7に示す評価方法(筆記試験、

実技賦験、観察評価)を書くこと。

15 「2.変更後の特定行為研修の研修方法およぴ時間」の「⑧時間数の合計」については、「⑥研修方法」の講轆の時間数と演習

の時間數の合計を記戦すること。また、講義又は演習の時間数には、当該科目の評価のうち筆記試験に関する時間を含めて差し

支えないこと。

16 記入欄が足りない場合は、行を追加し記入すること。

17 この様式を使用できる者は、令和2年2月までに指定研修機関としての指定を受けた者に限る。

18 この様式は令和5年3月31日まで使用可能とする。



指定研修機関の指定の申詰等に係る提出書類一覧

0指定研修機関の指定の申請

様式2別紙4

指定申請書

特定行為研修計画の概要

提出すべき書類及ぴ添付書類

講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要一覧

講義、演習又は実習を行う施設及び施設の概要

協力施設承諾書

特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

特定行為研修の指導者一覧

特定行為研修計画

定款又は寄附行為及び登記事項証明書

様式1

0変更の届出

様式1別紙1-1

様式1呂1悟氏1-2

様式1呂1俳氏1-3

様式1呂1採氏1-4

摘要

(参考)

様式1易1俳氏2 -1

様式1呂1俳氏2-2

提出すべき書類

及び添付書類

変更事項

様式1別紙3

.

注意事項

指定研修機関変更届出書

様式1別紙4

特定行為研修計画の概要

様式1別紙5

添付書類

添付書類

講義、演習又は実習を行う施

設及び設備の概要一覧

協力施設がある場合は

提出すること

講義、演習又は実習を行う施

設及び施設の概要

0

協力施設承諾書

0

指定の申請を行う者が

法人の場合は添付する

こと

0

特定行為研修管理委員会の

構成員の氏名等

0 0 0 0

摘要

0

0 様式2

0

、様式2別紙1-1

様式2別紙1-2

様式2別紙1-3

様式2別紙1-4

注意事項

0

協力施設があ

る場合は提出

すること

様式2別紙2-1

0

様式2別紙2-2

変更の内容に

応じ提出する

とと
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、

特定行為研修の指導者一覧

変更後の特定行為研修計画

※新たな特定行為区分に係る特定行為研修の開始を伴うときを除く

0変更の承認

特定行為区分変更申請書

特定行為研修計画の概要

提出すべき書類及び添付書類

講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要一覧

0

講義、演習又は実習を行う施設及び設備の概要

協力施設承諾書

特定行為研修管理委員会の構成員の氏名等

特定行為研修の指導者一覧

0

新たな特定行為区分に係る特定行為研修計画

0年次報告

様式2別紙5

添付書類

年次報告書

様式3

講義、演習又は実習を行う施設及び設備の状況

様式3別紙1-1

様式3別紙1-2

様式3別紙1-3

様式3別紙1-4

摘要

0指定研修機関の指定の取消の申請

提出すべき書類

様式3"1俳氏2 -1

指定取消申請書

様式3別紙2-2

様式3別紙3

0特定行為研修を修了した看護師に関する報告

注意事項

様式3別紙4

特定行為研修を修了した看護師に関する報告書

様式3別紙5

提出すべき書類

添付書類

0特定行為研修省令の改正(平成31年4月26 田に伴う変更の届出

協力施設がある場合は

提出司、ること

提出すべき書類

指定研修機関変更届出書(省令改正に伴う変更届脚

様式4

様式4別紙1-1

様式4別紙1-2

摘要

変更後の特定行為研修計画

提出すべき書類

※保健師助産師看護師法第三十七条の二第二項第一号に規定する特定行為及び同項第四号に規定する特定行為研修に関する省令の
一部を改正する省令」(平成31年厚生労働省令第73号)施行後の基準(学ぶべき事項、時間等)により指定を受けた者は除く

様式5

摘要

注意事項

様式7

摘要

注意事項

様式8

摘要

注意事項

添付書類

令和2年2月までに指

定研修機関の指定を受

けた者※に限り使用す

る

注意事項
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